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利用上の留意点 

 

 

１．  このインデックスは、産業・経済関連の雑誌の主要記事を独自の分類により

収録しています。 

 採録雑誌は、おおよそ 2005 年 3 月に発刊されています。  

２．  分類体系は、大・中・小の分類に区分され、大分類と中分類が目次に掲載 

してあります。小分類については、本文の中で適宜表示してあります。  

３．  各記事の分類は、「一記事一分類」を原則としています。  

４．  世界の地域別動向について、日本を含む世界全般にわたる記事は小分類 

「○○一般」に入れ、特定の国またはグループに関するものは同「海外事情」

に入れています。  
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅰ 産 業 篇        

        

 １. 産業一般        

        

 (1) 産業一般        

        
本邦鉱業のすう勢調査（承認統計）     経済産業省経  経済統計研究 32(4)  2005.3   (63～77) 
      済産業政策局        
      調査統計部        
        
１２月の第３次産業活動指数＜経済産業省＞     経済産業調査  経済産業公報  2005.3.4   (1～3) 
 －前月比０．０％の横ばい－     会        (15711)     
        
＜特集＞ セキュリティー特需 －セコム・綜合警    繁村 京一郎  エコノミスト  2005.3.8  (20～37) 
 備保障の強さ／カード犯罪で注目：認証技術で光        ほか        83(14)     
 る企業、他－           
        
産業活動分析（平成１６年年間回顧）（要旨）＜経    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.22  (1～11) 
 済産業省＞ －全産業活動 ２年連続の上昇－     会        (15722)     
        
資源・素材価格上昇と関連業界の格付け －国際競    格付本部素材  レーティング情報  2005.4    (2～14) 
 争力などで影響に業種間格差、潤った鉄鋼、セメ    グループ         8(4)     
 ントは試練－           
        
        

 (2) 産業政策        

        
独占禁止法２４条の差止請求訴訟の実情と若干の課    鈴木 恭蔵  公正取引   (652)  2005.2   (12～19) 
 題（上）           
        
大規模小売業者と納入業者との取引に関する実態調    公正取引委員  公正取引   (653)  2005.3   (38～45) 
 査の結果について     会企業取引課        
        
独占禁止法２４条の差止請求訴訟の実情と若干の課    鈴木 恭蔵  公正取引   (653)  2005.3   (46～49) 
 題（下・完）           
        
        

 (3) 産業資源        

        
ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）（Ⅰ－１）    青木 良輔  日本エネルギー学会  2005.2  (149～153) 
 －ＬＣＡの概要－     誌      84(2)     
        
鉄と魚の町で －釜石オートリサイクル始動－     津川 敬  ＩＮＤＵＳＴ 20(3)  2005.3   (61～65) 
        
ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）（Ⅰ－２）    内山 洋司  日本エネルギー学会  2005.3  (255～262) 
 －ＬＣＡの必要性－     誌      84(3)     
        
        

 (4) 産業公害        

        
ＮＰＯによるボランティア活動の支援方策に関する    掛江 浩一郎  国土交通政策研究  2005.1   (1～164) 
 研究 －環境・景観保全等を中心としたボランテ        ほか         (41)     
 ィア活動の資金調達           
        
沿岸域の管理と合意形成について     黒田 勝彦  リサーチ中国  2005.2    (1～7) 
 －瀬戸内の事例をふまえて－           56(667)     
        
市民がデザインする広島の水辺風景     隆杉 純子  リサーチ中国  2005.2    (9～23) 
            56(667)     
        
中小企業のエコビジネスチャンス     羽賀 里絵  中小公庫レポート  2005.2.22  (1～92) 
              (2)     
        
地球温暖化と環境税     内田 禎夫  石油開発時報 (144)  2005.2.28  (34～37) 
        
＜特集＞ 硫酸ピッチ撲滅作戦 －１６年度法改正    環境省適正処  ＩＮＤＵＳＴ 20(3)  2005.3    (1～39) 
 における硫酸ピッチ対策／法改正で硫酸ピッチ対    理・不法投棄        
 策は変わったか、他     対策室 ほか        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
水道水源保護条例における町と業者の協議義務 －    阿部 泰隆  ＩＮＤＵＳＴ 20(3)  2005.3   (40～43) 
 紀伊長島町条例に関する最高裁２００４年１２月          
 ２４日判決－           
        
日本廃棄物会議シンポジウム「あなたも優良業者に    編集部  ＩＮＤＵＳＴ 20(3)  2005.3   (44～60) 
 なれる！！どうすればなれるのか？はじめの一歩          
 は？」           
        
産廃テクノロジーのデータ・ファイル（３６）     杉島 和三郎  ＩＮＤＵＳＴ 20(3)  2005.3   (69～77) 
 －木くずのリサイクル技術動向を見る（２）－           
        
産業廃棄物の排出・処理状況について（平成１４年    環境省  ＩＮＤＵＳＴ 20(3)  2005.3   (86～93) 
 度実績）           
        
産業廃棄物処理施設の設置、産業廃棄物処理業の許    環境省  ＩＮＤＵＳＴ 20(3)  2005.3   (94～106) 
 可等に関する状況（平成１４年度実績）           
        
車体整備業界におけるＶＯＣ（揮発性有機化合物）    小川 清海  ＪＥＴＩ   53(3)  2005.3  (196～203) 
 規制対策の一考察（中）           
        
環境編（２９） －地域の環境保全と企業の社会的    中島 恵理  アイソムズ  (114)  2005.3   (40～41) 
 責任を考える－－八ヶ岳山麓、富士見町の事例か          
 ら－           
        
京都議定書時代の新技 －夢の空調・冷凍システム    香川 澄ほか  エネルギー  38(3)  2005.3   (82～89) 
 の提案／ツインバード工業：フリーピストン・ス          
 ターリングクーラー           
        
＜特集＞ 地球温暖化、急がれる対応－－環境税の    青山 周ほか  化学経済   52(3)  2005.3   (12～37) 
 議論と京都議定書の発効を踏まえて            
        
地球環境問題に対する認識の変遷     経済産業省産  化学経済   52(3)  2005.3   (49～63) 
      業技術環境局        
        
「社会の持続可能な発展」と「産業の国際競争力強    染宮 昭義  化学経済   52(3)  2005.3   (97～104) 
 化」に向けた先進各国の取り組み           
        
協働＆広域 エコ・ガバナンスの時代へ（２３）     杉本 裕明  ガバナンス  (47)  2005.3  (107～109) 
 －開発から環境回復へ－－住民の声を活かして湖          
 沼浄化を－           
        
＜特集＞ 愛・地球博と環境先端技術 －“愛・地    坂本 春生   環境管理   41(3)  2005.3    (1～57) 
 球博”その意義／日本館－－環境諸技術の培養器        ほか        
 をめざす、他－           
        
環境法の新潮流（１４） －国家管轄権外の区域に    南 論子  環境管理   41(3)  2005.3   (58～64) 
 おける海洋保護区の設定－           
        
「環境マネジメントシステム」という考え方（１１    経済産業省産  環境管理   41(3)  2005.3   (65～79) 
 ・最終回） －普遍化された枠組みへ－     業技術局        
        
＜特集＞ 独占禁止法を学ぶ －市場経済の基本法    越知 保見   公正取引   (653)  2005.3    (2～34) 
 を学ぶ意義とその分析手法の特徴／中学生向けの        ほか        
 独占禁止法教室、他           
        
＜特集＞ 光触媒技術の最新動向と応用分野 －光    橋本 和仁   産業と環境  34(3)  2005.3   (25～54) 
 触媒技術は２１世紀の環境技術／光触媒による化        ほか        
 学物質過敏症対策他           
        
＜特集＞ 生物検定法の新たな展開 －ダイオキシ    環境省ダイオ  産業と環境  34(3)  2005.3   (61～88) 
 ン類の測定における生物検定法等簡易測定法導入    キシン対策室        
 の取り組み、他－         ほか        
        
＜特集＞ 環境分析における前処理技術の最新事情    東京都立産業  資源環境対策 41(3)  2005.3   (41～91) 
 －環境分析における前処理技術／試料別に見る分    技術研究所技        
 析前処理技術、他－     術開発部ほか        
        
＜特集＞ 災害廃棄物処理の課題と対策 －災害廃    兵庫県健康生  資源環境対策 41(3)  2005.3   (93～108) 
 棄物処理の実際と課題／横浜市における災害廃棄    活部環境局環        
 物処理対策、他－     境整備課ほか        
        
憲法に「持続性」条項を入れよう      加藤 三郎  資源環境対策 41(3)  2005.3  (109～113) 
 －環境文明２１はなぜ憲法改正を提案したか－           
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土壌中炭化水素簡易分析法の検討     野々口 稔   資源環境対策 41(3)  2005.3  (114～119) 
          ほか        
        
環境情報の伝え方、使い方（２１） －環境報告書    角田 季美枝  資源環境対策 41(3)  2005.3  (120～123) 
 －－ＮＧＯはこう読む（４）辰巳菊子・（社）日          
 本消費生活アドバイ           
        
信頼されるストーカ技術 －ごみ焼却技術の動向／    寺嶋 均ほか  都市と廃棄物 35(3)  2005.3   (25～110) 
 石川島播磨重工業／荏原製作所／川崎技研／川崎          
 重工業／クボタ、他           
        
廃プラスチックの塩素除去     平野 勝巳   日本エネルギー学会  2005.3  (242～247) 
          ほか  誌      84(3)     
        
＜特集＞ 愛・地球博と中部経済 －愛・地球博開    古川 晶章   日本貿易会月報  2005.3   (11～41) 
 幕に寄せて／愛・地球博への商社の取り組み、他        ほか         (623)     
 －           
        
花粉症とアレルギー対策技術     「花粉症とア  発明    102(3)  2005.3    (7～15) 
      レルギー対策        
      技術」取材班        
        
＜特集＞ 平成１７年度予算・税制 －脱温暖化社    環境委員会調  立法と調査  (246)  2005.3.1  (57～62) 
 会の構築－－平成１７年度環境省関連予算－     査室        
        
＜特集＞ ２００５年環境潮流の深層を読む      饗場 崇夫   地球環境   36(5)  2005.4   (29～43) 
 －環境新時代へ国内外で大きな転換点、他－         ほか        
        
日独企業の環境コミュニケーション戦略（１１）     Ｋ．Ｈ．フォ  地球環境   36(5)  2005.4   (44～47) 
 －動き出したＮＧＯスタイルの企業間ネットワー    イヤヘアト         
 クづくり－         ほか        
        
地球環境時代のｉ－ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ戦略（１５    萩原 一平  地球環境   36(5)  2005.4   (50～53) 
 ） －温暖化対策への取り組みで差がつく地方自          
 治体－           
        
環境ビジネスモデルの現場（１） －松下電器産業    鵜沼 伸一郎  地球環境   36(5)  2005.4   (54～55) 
 「あかり安心サービス」：販売の対象は「モノ」          
 から「機能」－           
        
＜特集＞ わが国土壌汚染対策の現状と動向 －土    佐藤 雄也   地球環境   36(5)  2005.4   (81～101) 
 地所有者の自主的対策傾向強まる－－土壌汚染浄        ほか        
 化事業の動向、他－           
        
＜特集＞ わが社の環境報告２００５・春 －環境    編集部  日経エコロジー  2005.4  (103～188) 
 経営の「実」が問われる時代／省エネ、環境負荷           (70)     
 低減、低コストで百           
        
埋め立てゴミの掘り起こし処理は処分場問題の打開    井部 正之  日経エコロジー  2005.4  (120～123) 
 策か（４） －明暗分けた２地区の計画 厳密な           (70)     
 現状調査が成功に必           
        
京都議定書シンポジウム・リポート：京都議定書発    小宮山 宏   日経エコロジー  2005.4  (132～142) 
 効がもたらす企業経営へのインパクト         ほか         (70)     
        
＜特集＞ 京都議定書の傾向と対策 どうなる？ポ    馬場 未希  日経エコロジー  2005.4  (155～160) 
 スト京都”            (70)     
        
ＥＣＯ Ｇｒａｐｈ：提言！京都議定書発効後の環    佐和 隆光   日経エコロジー  2005.4  (163～170) 
 境経営－－新たな制約が飛躍の原動力になる、他        ほか         (70)     
 －           
        
        

 (5) 海外事情        

        
続・世界的環境問題（５１） －スリランカ－     川名 英之  ＩＮＤＵＳＴ 20(3)  2005.3   (66～68) 
        
中・東欧：ＥＵ排出権取引制度開始で注目を集める    三宅 浩四郎  ジェトロセンサー  2005.3   (50～51) 
            55(652)     
        
東南アジア廃棄物調査報告     吉野 由利子  電機     (680)  2005.3   (38～43) 
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
ワールドウオッチ：氾濫する遺伝子組み換え作物     クレア・ホー  日経エコロジー  2005.4  (128～129) 
 業界利益を代弁する米国政府     プ・カミング         (70)     
      ス        
        
ワールドトレンドｆｒｏｍＥＵ：ＥＵ拡大の環境政    吉田 和矩   日経エコロジー  2005.4  (191～193) 
 策への影響、新加盟国は規制に対応できるか         ほか         (70)     
        
ワールドトレンドｆｒｏｍＵＫ：航空産業も排出権    アビッド・カ  日経エコロジー  2005.4  (195～197) 
 取引に参加か、温暖化ガスの算定方法など課題が    ーマイルほか         (70)     
 山積           
        
ワールドトレンドｆｒｏｍＣｈｉｎａ：未処理の生    今西 信之  日経エコロジー  2005.4  (203～203) 
 活排水が広域汚染招く、１０年で水質改善プロジ           (70)     
 ェクト進む           
        
        
        
        
        
        

 ２. 技術開発        

        

 (1) 技術開発一般        

        

 (2) 科学技術政策        

        

 (3) 技術開発動向        

        
相変化リソグラフィー、ナノ加工に威力 －ソニー    村川 勝彦  日経ナノビジネス  2005.2.28  (14～16) 
 はブルーレイの原盤作製装置で早くも実用化 基            (8)     
 礎を固めて汎用技術           
        
大容量・低価格キャパシターの普及にまい進 －理    村川 勝彦  日経ナノビジネス  2005.2.28  (17～19) 
 論・開発・量産のトロイカ体制で運営 年産１０            (8)     
 ０万個で新蓄電時代           
        
＜特集＞ 価値創造型もの創りへ向けて －価値創    柘植 綾夫   技術と経済  (457)  2005.3    (1～35) 
 造型製造業を目指して／知的財産権活用による高        ほか        
 付加価値ものづくり           
        
ナノ粒子と周辺技術の発展     神谷 格  技術と経済  (457)  2005.3   (44～52) 
        
バイオニクスへの挑戦（２）      横山 憲二  技術と経済  (457)  2005.3   (54～69) 
 －バイオチップと医療－           
        
＜特集＞ コーティング技術－－ナノテクを含む高    神原 淳ほか  金属     75(3)  2005.3    (4～56) 
 機能化の最前線 －メゾプラズマＣＶＤによる機          
 能コーティング、他           
        
Ｈ－ⅡＡロケット、 再び     中山 力  日経ものづくり  2005.3   (83～90) 
 －国産ロケット復活への序章－            (606)     
        
塑性加工で一気に完成品を供給 －後行程の要らな    萩田 雅俊  日経ものづくり  2005.3   (93～98) 
 い精度を実現し量産ラインの姿を変える－            (606)     
        
＜特集＞ ダイヤモンド状炭素膜 －ＤＬＣ膜の成    中森 秀樹   ペトロテック 28(3)  2005.3    (2～16) 
 膜技術と課題／産業応用が進むＤＬＣ膜／ＤＬＣ        ほか        
 膜のトライボロジー           
        
創薬などに期待高まる「細胞表層工学」 －微生物    近藤 昭彦  日経ナノビジネス  2005.3.14  (20～23) 
 ・細菌の表面にたんぱく質人工集積／バイオセン            (9)     
 サーやワクチン開発           
        
東レ－－炭素繊維の技術開発と事業戦略     青島 矢一   一橋ビジネスレビュ  2005.3.24 (120～145) 
          ほか  ー      52(4)     
        
テクノロジー最前線：クロメートフリー鋼板／イオ    田中 太郎   日経エコロジー  2005.4   (63～75) 
 ン性液体／ヒートポンプ式自販機／廃タイヤ、他        ほか         (70)     
 －           
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高機能化のための表面改質技術（１）     角田 光雄  プラスチックスエー  2005.4  (130～135) 
      ジ      51(4)     
        
        

 (4) 海外事情        

        
今後１０年の世界の新技術・市場動向     野口 和彦  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.2    (4～8) 
      ＮＡＬ    45(2)     
        
        
        
        
        
        

 ３. エネルギー        

        

 (1) エネルギー一般        

        
石油危機から３０年                  藤目 和哉   ２１世紀フォーラム  2005.1.31  (68～77) 
 －エネルギー需給構造の変貌と政策課題－         ほか         (96)     
        
エネルギー安全保障と東アジア共同体     庄司 太郎  石油開発時報 (144)  2005.2.28  (6～11) 
        
エネルギー業界における規制緩和入門（７）     岩間 剛一  石油開発時報 (144)  2005.2.28  (12～17) 
        
忍び寄る海上テロの脅威     窪田 秀雄  エネルギー  38(3)  2005.3   (56～58) 
 －エネルギー供給確保は大丈夫か－           
        
＜特集＞ 省エネルギーシステム評価解析技術の進    秋鹿 研一   省エネルギー 57(3)  2005.3   (22～46) 
 歩 －省エネ評価手法の開発とビジネス展開への        ほか        
 期待、他－           
        
ビルの省エネ対策とその効果計算例（１３）      三船 俊治  省エネルギー 57(3)  2005.3   (47～53) 
 －ホテルの省エネ対策－           
        
平成１７年度資源エネルギー関係予算の概要     編集部  省エネルギー 57(3)  2005.3   (77～91) 
        
サステナブル・ライフスタイル（６） －環境と調    松村 眞  省エネルギー 57(3)  2005.3   (94～97) 
 和した新技術“生分解性プラスチック”－           
        
短期エネルギー需給見通し －２００５年度までの    末広 茂  ペトロテック 28(3)  2005.3   (25～32) 
 予測と原油価格、経済成長および気温による影響          
 分析－           
        
        

 (2) 電  力        

        
投資リスクを踏まえた電源の投資問題     小田 潤一郎  日本エネルギー学会  2005.2  (134～141) 
          ほか  誌      84(2)     
        
エネルギー時評：電力自由化は本当に一区切りか     田中 登  エネルギー  38(3)  2005.3   (44～47) 
        
＜特集＞ 電中研（電力中央研究所）の挑戦 －ソ    佐藤 太英   エネルギー  38(3)  2005.3   (60～79) 
 リューションサービスをタイムリーに、他－         ほか        
        
＜特集＞ 自由化時代の新生Ｊパワー －民営化Ｊ    渡部 肇史   エネルギーレビュー  2005.3    (6～26) 
 パワーの事業戦略／フルＭＯＸ－ＡＢＷＲをめざ        ほか         25(3)     
 して、他－           
        
電力自由化の検証     矢島 正之  電気協会報  (964)  2005.3   (20～23) 
        
災害時に強い新エネ電源     編集部  電気とガス  55(3)  2005.3    (2～6) 
        
        

 (3) ガ  ス        

        
＜特集＞ メタンハイドレート －マリック産出試    安田 優人   日本エネルギー学会  2005.2   (88～118) 
 験調査井プログラム（国際共同研究マリック２０        ほか  誌      84(2)     
 ０２）の概要、他－           
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 (4) 石  炭        

        

 (5) 石  油        

        
やさしい石油地質学講座（８）     加藤 進  石油開発時報 (144)  2005.2.28  (18～25) 
        
安全計装システムについて      二宮 光良  ペトロテック 28(3)  2005.3   (45～50) 
 －絶対安全からの脱却－           
        
運転支援システムによるボード業務支援の推進     坂本 武彦   ペトロテック 28(3)  2005.3   (51～55) 
          ほか        
        
「今度こそ期待される」外食産業とＳＳの微妙なコ    浜上 湘路  石油政策   44(5)  2005.3.10  (16～21) 
 ラボレーション           
        
        

 (6) 原 子 力        

        
＜特集＞ エネルギー安全保障へＦＢＲ（高速増殖    岸和田 勝実  エネルギー  38(3)  2005.3    (6～36) 
 炉）再発進 －「もんじゅ」の改造工事にＧＯサ        ほか        
 イン、他－           
        
ナトリウム冷却高速増殖炉の安全性・信頼性     小笠原 英雄  エネルギー  38(3)  2005.3   (37～42) 
        
原子力復興への羅針盤：安心へ「災害救助大型船」    水町 渉  エネルギー  38(3)  2005.3   (52～55) 
 の早期建設を！ －中越、スマトラ…地震はこれ          
 からも来る－           
        
大規模核燃料サイクル保有国では初 日本への統合    内藤 香  エネルギーレビュー  2005.3   (40～43) 
 保障措置適用            25(3)     
        
＜特集＞ 「美浜原発３号機事故」ミニシンポジウ    柴田 俊夫   金属     75(3)  2005.3   (57～76) 
 ム －流動高温高圧水中における炭素鋼腐食、他        ほか        
 －           
        
高速増殖炉サイクル技術の確立に向けて     山口 伸一   電機     (680)  2005.3    (7～15) 
                
        
        

 (7) 新エネルギー        

        
新燃料ＢＣＤＦ（Ｂｉｏ－Ｃａｒｂｏｎｉｚｅｄ－    本庄 孝子   日本エネルギー学会  2005.2  (142～148) 
 Ｄｅｎｓｉｆｉｅｄ－Ｆｕｅｌ）の可能性 －セ        ほか  誌      84(2)     
 ルロース半炭化ペレ           
        
＜特集＞ 水素時代を拓く －ＪＨＦＣプロジェク    折居 貴広   エネルギー  38(3)  2005.3   (96～110) 
 ト 大規模な燃料電池自動車の実証走行、他－         ほか        
        
家庭用燃料電池認証システムの運用開始     岡 嘉弘  電機     (680)  2005.3   (32～37) 
        
＜特集＞ 新エネルギー －新エネルギー産業ビジ    柏木 孝夫   電気協会報  (964)  2005.3    (6～18) 
 ョン実現に向けたソリューションビジネス、他－        ほか        
        
新エネルギー研究開発の基礎から最前線まで     新エネルギー  日本エネルギー学会  2005.3  (177～191) 
 －東海地区からの発信－     部会  誌      84(3)     
        
        

 (8) 海外事情        

        
中国の海外エネルギー資源確保戦略に注目 －国有    後藤 裕樹  石油政策   44(4)  2005.2.25   (4～9) 
 石油企業、豊富な資金力を背景に貪欲・危険な対          
 応－           
        
中東への視角（９）     冨塚 俊夫  石油開発時報 (144)  2005.2.28  (26～33) 
 －ワッハービズムとサウジアラビア－           
        
政府による原子力発電支援は正当 －超党派の米民    窪田 秀雄  エネルギー  38(3)  2005.3   (90～94) 
 間組織が２０００億円の拠出を勧告－           
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エネルギー海外情報：仏の再処理、トラブルは付き    金木 雄司  エネルギーレビュー  2005.3   (46～47) 
 物 －施設を安全状態に戻すこと優先／評価尺度           25(3)     
 で事象の明確な表示           
        
ロシア：国内外で影響力を増すガスプロム     中村 元弥  ジェトロセンサー  2005.3   (52～53) 
            55(652)     
        
イランの石油・ガス政策      島 敏夫  ペトロテック 28(3)  2005.3   (18～23) 
 －ガソリン輸入に苦悩する産油国イラン－           
        
＜特集＞ 石油需要拡大にビジネスチャンスをつか    藤井 伸夫  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2005.3.1   (4～9) 
 め －中国石炭市場に出光参入／コマツ鉱山機械    ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ     
 好調－            17(4)     
        
プーチン来日と小泉政治－－北方領土返還へ急浮上    布目 駿一郎  エコノミスト  2005.3.8  (38～40) 
 「サハリン天然ガス」の謎           83(14)     
        
動き出した米国のＬＮＧ戦略      竹田 正安  石油政策   44(5)  2005.3.10  (8～14) 
 －１億トンを超す輸入、基地建設競争も－           
        
Ｅｎｅｒｇｉｚｉｎｇ ｅｎｅｒｇｙ ： Ｔｈｅ Ｕ．Ｓ．  Ｃａｒｅｙ，Ｊｏｈｎ ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.28  (56～58) 
 ｕｒｇｅｎｔｌｙ ｎｅｅｄｓ ｔｏ ｔａｐ ｎｅｗ           ほか ＷＥＥＫ     
 ｓｏｕｒｃｅｓ－ａｎｄ ｃｏｎｓｅｒｖｅ ｏｌｄ …           (3910)     
        
        
        
        
        
        

 ４. その他鉱業        

        

 (1) その他鉱業一般        

        

 (2) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ５. 農林・水産        

        

 (1) 農林一般        

        
＜特集＞ 食の安全と農業を考える －新たな食品    寺田 雅昭   自治フォーラム  2005.2    (2～36) 
 安全行政の展開／食の安全に対する自治体のあり        ほか         (545)     
 方、他－           
        
＜特集＞ 経営改革だより －農林漁業金融公庫に    佐藤 速水   公庫月報（農林漁業  2005.3    (2～26) 
 おける経営改革の取組（全体像）／「提案型の融        ほか  金融公庫） 52(12)     
 資活動」の展開、他           
        
「木材産業動向調査」結果の概要     融資第二部林  公庫月報（農林漁業  2005.3   (30～33) 
      業課  金融公庫） 52(12)     
        
垂直統合の理論と農協組織     石田 信隆  農林金融   58(3)  2005.3    (2～14) 
 －企業との比較を通して考える－           
        
多様な集落営農の取組みの現状とその課題     内田 多喜生  農林金融   58(3)  2005.3   (15～32) 
        
米流通制度改革と米価の動向     藤野 信之  農林金融   58(3)  2005.3   (36～51) 
        
コメ輸出は閉塞感漂う日本農業の活路を開くか－－    石堂 徹生  世界週報  86(10)  2005.3.15  (26～29) 
 競争力問われるニッポン・ブランド           
        
        

 (2) 水産一般        
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 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ６. 食  品        

        

 (1) 食品一般        

        
危機的状況迎えた清酒市場 ２００４年上位銘柄の    堀 忠史  酒類食品統計月報  2005.2    (2～10) 
 出荷動向 －危機をチャンスに結びつけるために          46(13)     
 は？－           
        
コスト増に直面したレギュラーコーヒー業界     吉田 順一  酒類食品統計月報  2005.2   (11～15) 
 －コーヒー生豆高騰で製品価格は？－           46(13)     
        
調味料需要喚起に迫られる食酢業界     池田 俊郎  酒類食品統計月報  2005.2   (17～25) 
 －飲用需要が市場拡大を牽引－           46(13)     
        
逆風ものともせず、底力みせた即席めん市場     村岡 信二  酒類食品統計月報  2005.2   (26～32) 
 －ヒット少ない新商品、総額表示で単価ダウン－          46(13)     
        
好天背景に拡大した２００４年の清涼飲料     吉田 順一   酒類食品統計月報  2005.2   (33～40) 
 －緑茶飲料・Ｍウォーターが市場牽引－         ほか        46(13)     
        
減少傾向継続した２００４年企業倒産      藤原 健  酒類食品統計月報  2005.2   (41～49) 
 －食品業倒産は件数微増、負債額は大幅に減少－          46(13)     
        
課題山積する飲用牛乳の消費     木村 透  酒類食品統計月報  2005.2   (50～53) 
 －好天候を生かせない背景は何か－           46(13)     
        
収益改善が最重要課題のみそ業界     鈴木 靖雄  酒類食品統計月報  2005.2   (54～62) 
 －「表示に関する公正競争規約」が実施－           46(13)     
        
新規需要層獲得めざす青物缶市場 －イワシの海外    三浦 正幹  酒類食品統計月報  2005.2   (65～68) 
 原料（メキシコ）相場は上昇傾向－           46(13)     
        
９年連続縮小、０３年度酒類消費金額     代 成男  酒類食品統計月報  2005.2   (69～80) 
 －本格焼酎、チューハイは好調だが…－           46(13)     
        
業界動向と格付けの視点：清涼飲料－－構造変化へ    島田 卓郎   ＪＣＲ格付け (169)  2005.3   (19～22) 
 の対応が進む         ほか        
        
食品安全マネジメントシステムとは何か（５） －    西浦 孝輝  アイソムズ  (114)  2005.3   (52～55) 
 ＩＳＯ２２０００と「食品の安全」を確保するた          
 めの各システム－           
        
どうなる新取引制度 －建値・リベート制を廃止、    上野 歳明  明日の食品産業  2005.3    (3～8) 
 コスト・オン方式への波紋－            (354)     
        
バイオテロ法の仕組みと背景、そしてその影響      松延 洋平  明日の食品産業  2005.3    (9～13) 
 －食の安全確保とわが日本産業への影響－            (354)     
        
「健康食品」に係る制度の見直しについて     厚生労働省医  明日の食品産業  2005.3   (34～39) 
      薬食品局         (354)     
        
保健機能食品制度の見直しに伴う栄養機能食品の取    厚生労働省食  明日の食品産業  2005.3   (40～44) 
 扱いの改正について     品安全部基準         (354)     
      審査課        
        
食品の風評被害と軽減対策     上野 伸子  技術と経済  (457)  2005.3   (70～74) 
        
「食品産業動向調査」結果の概要     総務部調査情  公庫月報（農林漁業  2005.3   (36～42) 
      報課  金融公庫） 52(12)     
        
＜特集＞ ファイトケミカルの機能性（１） －健    有井 雅幸   食品工業   48(6)  2005.3.30  (19～75) 
 康食品・機能性食品のあるべき姿を探る、他－         ほか        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
総合商社主導による食品卸業界の再編サバイバルレ    編集部  食品工業   48(7)  2005.4.15  (22～27) 
 ースの展開が早まるか           
        
＜特集＞ 食品購買行動、食生活価値観と食品マー    藤田 吉邦   食品工業   48(7)  2005.4.15  (29～65) 
 ケティング －食生活への価値観の変化にどう対        ほか        
 応するか、他－           
        
食品メーカーの成長と企業体質、風土の関係（２）    小塚 善文  食品工業   48(7)  2005.4.15  (80～84) 
        
先ずは個人衛生（６１）     西田 博  食品工業   48(7)  2005.4.15 (96～102) 
 －食品衛生の延長線上で－           
        
        

 (2) 海外事情        

        
米国（アグロトレンド）：日本酒ブーム－－個性豊    岩田 剛  ジェトロセンサー  2005.3   (62～63) 
 かな地酒が人気           55(652)     
        
世界の注目企業（７） －統一企業（台湾）：アジ    井上 隆一郎  ジェトロセンサー  2005.4   (26～27) 
 ア食品業界のリーダーを狙う－           55(653)     
        
中南米：日本の牛肉調達先として重要性高まる     中畑 貴雄  ジェトロセンサー  2005.4   (60～61) 
            55(653)     
        
台湾市場をどう攻めるか －島根県「西いわみヘル    農林水産省農  食品工業   48(7)  2005.4.15  (66～72) 
 シー元気米」を具体的事例として－     産安全管理課        
      農薬対策部        
        
日本発アメリカ行「食」ビジネスの立ち上げ     増山 邦英  食品工業   48(7)  2005.4.15  (73～79) 
        
Ｅａｔ ｍｏｒｅ ｌｏｓｅ ｗｅｉｇｈｔ ： Ｈｏｗ   Ｓｐａｋｅ，     Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.3.7  (50～58) 
 ｔｈｅ ｎｅｗ ｓｃｉｅｎｃｅ ｏｆ   Ａｍａｎｄａ  ＷＯＲＬＤ      
 ｖｏｌｕｍｅｔｒｉｃｓ ｃａｎ ｋｅｅｐ …     ＲＥＰＯＲＴ     
            138(8)     
        
Ｅａｔ ｔｈｉｓ ｎｏｗ！ ： Ｈｏｗ ｓａｖｖｙ   Ｂｒｉｎｋ，     Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.3.28  (56～58) 
 ｍａｒｋｅｔｉｎｇ ｉｓ ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｎｇ ｔｏ  Ｓｕｓａｎ   ほか ＷＯＲＬＤ      
 ｔｈｅ ｎａｔｉｏｎ’ｓ ｏｂｅｓｉｔｙ …     ＲＥＰＯＲＴ     
            138(11)     
        
        
        
        
        
        

 ７. 繊  維        

        

 (1) 繊維一般        

        

 (2) 衣料一般        

        
ナノテク衣料品、新商品が続々登場 －形態安定か    稲田 成行  日経ナノビジネス  2005.3.14  (12～16) 
 らスキンケアまで、花粉症対策も 繊維各社あの            (9)     
 手この手、米社技術           
        
        

 (3) 海外事情        

        
ニューヨーク報告：米国アパレル業界の状況につい    Ｖｅｒａ    調査月報（東京三菱  2005.2   (15～17) 
 て     Ｌｅｖｉｎｅ  銀行）    (107)     
          ほか        
        
        
        
        
        
        

 ８. 紙・パルプ        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (1) 紙・パルプ一般        

        
生産量最高を記録した段ボール市場     津崎 光興  酒類食品統計月報  2005.2   (89～95) 
 －新「全段連」発足、メーカー再編も進展－           46(13)     
        
紙・パルプ産業のエネルギー事情     間 邦彦  紙・パルプ  55(3)  2005.3    (1～8) 
        
バラスト水問題について     油谷 正彰  紙・パルプ  55(3)  2005.3   (13～18) 
        
平成１６年１０月～１２月期及び平成１６年１～１    保坂 安彦   紙・パルプ  55(3)  2005.3   (19～31) 
 ２月期国内需給動向（紙、板紙、パルプ、古紙、        ほか        
 パルプ材）           
        
        

 (2) 海外事情        

        
北米製紙産業２００５年見通し     編集部  紙・パルプ  55(3)  2005.3    (9～12) 
        
        
        
        
        
        

 ９. 化  学        

        

 (1) 化学一般        

        
＜特集＞ 水をめぐる化学工業 －水質分析計の技    小川 清ほか  ＪＥＴＩ   53(3)  2005.3  (149～178) 
 術／重金属廃水処理技術／水処理用活性炭の最新          
 技術動向、他－           
        
＜特集＞ 産学官連携強化に向けて －化学におけ    高橋 正俊   化学経済   52(3)  2005.3   (64～93) 
 る産学官連携と今後の課題／産学連携における知        ほか        
 的資源の交流、他－           
        
ＧＳＣ（グリーン・サステイナブルケミストリー）    内野 圭司  化学経済   52(3)  2005.3  (105～110) 
 への取り組みとＧＳＣネットワークの活動と役割          
        
＜特集＞ 添加剤による高付加価値化－－“脇役”    竹中 稔ほか  プラスチックスエー  2005.4   (81～126) 
 から“主役”へ －ウィスカの最新動向とその効    ジ      51(4)     
 果、他－           
        
        

 (2) 石油化学        

        
石炭化学の歴史的意義と新たなる展開（上）     村上 弘陽   ＪＥＴＩ   53(3)  2005.3  (117～121) 
                
        
ポリプロピレン製造用触媒の現状と将来展望     梅林 秀年  ペトロテック 28(3)  2005.3   (34～38) 
        
中長期的な競争力強化に取り組む石油化学メーカー    編集部  マンスリー・レビュ  2005.3    (8～9) 
      ー     
        
石油化学事業の競争力強化に向けた取組み     磯村 宏  国際金融  (1142)  2005.3.15  (36～41) 
        
        

 (3) その他化学        

        
本格的な競争時代を迎える医療用医薬品業界     内藤 裕規  調査月報（東京三菱  2005.2    (1～9) 
      銀行）    (107)     
        
＜特集＞ 塗料・塗料原料の最新技術 －橋梁用重    増田 道広   ＪＥＴＩ   53(3)  2005.3   (49～114) 
 防食塗装システムの技術開発／「オーデコートＧ        ほか        
 エコ」の技術、他－           
        
潤滑油製品（６） －油圧作動油－     白神 善隆  ペトロテック 28(3)  2005.3   (69～73) 
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (4) 海外事情        

        
冷めない中国のポリエステル投資熱           稲澤 友以  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2005.3.15  (10～11) 
 －規制はザル法－－進む優勝劣敗－     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ     
             17(5)     
        
２００５年版「世界化学工業白書」     北川 信夫   化学経済   52(4)  2005.3.15 臨増  
 －原料高騰下の需給ひっ迫－         ほか           (1～179) 
        
        
        
        
        
        

 10. 窯業・土石        

        

 (1) 窯業・土石一般        

        
＜特集＞ 外部場を利用した新しいセラミックスプ    濱上 寿一   セラミックス 40(3)  2005.3  (144～193) 
 ロセッシング －電気泳動法を利用したマテリア        ほか        
 ルプロセッシング他           
        
        

 (2) セメント・ガラス        

        

 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 11. 鉄  鋼        

        

 (1) 鉄鋼一般        

        
ＳＣＯＰＥ２１（次世代コークス製造技術）プロセ    西岡 邦彦   日本エネルギー学会  2005.3  (170～176) 
 スの全体概要         ほか  誌      84(3)     
        
帰ってきた「鉄は国家なり」 －鋼鉄から超鋼鉄へ    奥井 規晶  ＶＯＩＣＥ  (328)  2005.4  (148～155) 
 進化した成熟産業の未来は明るい－           
        
        

 (2) 特 殊 鋼        

        

 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 12. 非鉄金属        

        

 (1) 非鉄金属一般        

        

 (2) 銅・アルミニウム        

        
電線の環境技術に関する調査結果について（技術資    電線・環境技  電線時報   58(2)  2005.2.15  (7～13) 
 料第１３７号の概要）     術小委員会        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
２０年の時を経て、高温超電導が現実に－－ビスマ    浅川 直輝   日経エレクトロニク  2005.2.28  (67～74) 
 ス系線材の実現化迫る         ほか  ス      (894)     
        
        

 (3) その他非鉄        

        

 (4) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 13. 機  械        

        

 (1) 機械一般        

        
＜特集＞ 超小型ガスタービンの開発 －超小型ラ    松尾 栄人   日本エネルギー学会  2005.3  (192～234) 
 ジアルタービンの研究／超小型遠心圧縮機の要素        ほか  誌      84(3)     
 試作と実験、他－           
        
１月の機械受注統計調査報告＜内閣府＞         経済産業調査  経済産業公報  2005.3.23   (1～3) 
 －船舶・電力を除く民需 前月比２．２％減－     会        (15723)     
        
        

 (2) 電気・電子機器        

        
撮像素子の主役交代、ＣＣＤを凌駕するＣＭＯＳセ    大槻 智洋  日経エレクトロニク  2005.2.28  (57～66) 
 ンサ     ス      (894)     
        
＜特集＞ Ｃｅｌｌ誕生 －産業界への余波を占う    枝 洋樹ほか  日経エレクトロニク  2005.2.28 (89～121) 
 ／設計思想をひも解く／開発者が自ら綴る／ソニ    ス      (894)     
 ー副社長 久多与木           
        
有機材料採用の曲げられるスキャナ、回路技術で市    染谷 隆夫   日経エレクトロニク  2005.2.28 (123～132) 
 販品並みの高速動作         ほか  ス      (894)     
        
２００４年版技術者調査：技術者の待遇に改善の兆    竹居 智久  日経エレクトロニク  2005.2.28 (134～143) 
 し、現状には満足も「子供には勧めない」     ス      (894)     
        
高速ネットワーク：ＶＤＳＬは上り／下り１００Ｍ    Ｒａｖｅｈ   日経エレクトロニク  2005.2.28 (144～150) 
 ビット／秒へ、次の照準は家庭向け機能の強化     Ｇｉｌｌ－Ｍ  ス      (894)     
      ｏｒｅ ほか        
        
２００４年（１－１２月期）通信機械生産・輸出入    ＣＩＡＪ調査  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.3   (24～30) 
 概況     統計部  ＮＡＬ    45(3)     
        
業界動向と格付けの視点：半導体製造装置－－事業    島田 卓郎   ＪＣＲ格付け (169)  2005.3   (23～26) 
 構造改革が進捗         ほか        
        
ＨＤＤ（ハードディスクドライブ）の動向と広がる    山森 一毅  ＪＥＩＴＡ Ｒｅｖ  2005.3   (10～14) 
 応用分野     ｉｅｗ    6(3)     
        
＜特集＞ 携帯電話がＭＥＭＳで非連続に進化 －    三宅 常之   ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2005.3   (19～35) 
 全体動向／センサー／ディスプレイ／ＲＦ回路－        ほか  ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
      Ｓ      (237)     
        
コンピューティング革命、「Ｃｅｌｌ」の野望     木村 雅秀   ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2005.3   (37～49) 
          ほか  ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
      Ｓ      (237)     
        
ＬＳＩパッケージのコストをその場で見積もるため    恵谷 誠至  ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2005.3   (55～60) 
 のＥＤＡツールを開発     ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
      Ｓ      (237)     
        
材料革命、基板の大型化だけでは液晶のコストは下    田中 直樹  ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2005.3   (61～68) 
 げられない     ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
      Ｓ      (237)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
国内ＦＰＤの業界再編は序章 次は部材や台湾の企    林 秀介  ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2005.3   (69～73) 
 業を巻き込む     ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
      Ｓ      (237)     
        
光送受信モジュール２００５ －出揃った１０Ｇｂ    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.3   (20～29) 
 ｐｓとＰＯＮモジュールの動向－     トコム）   (192)     
        
光デバイスとナノテクノロジー －カーボンナノチ    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.3   (30～37) 
 ューブを利用した光デバイスの研究－     トコム）   (192)     
        
画像配信系デバイスの現状を探る     編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.3   (38～43) 
      トコム）   (192)     
        
光ファイバの融着接続用具のマーケット・トレンド    Ｓｔｅｐｈｅ  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.3   (58～59) 
      ｎ Ｍｏｎｔ  トコム）   (192)     
      ｇｏｍｅｒｙ        
        
光関連製品統計 －光ファイバ２００４年暦年及び    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2005.3   (71～73) 
 １２月／光コネクタ２００４暦年及び１２月、他    トコム）   (192)     
 －           
        
＜特集＞ 検証！転換期のＰＢＸ（リプレース市場    藤田 健ほか  テレコミュニケーシ  2005.3   (16～25) 
 ）メーカーの販売チャネル     ョン     22(3)     
        
家庭製品の最近の動向－－ＩＨ調理器（４） －「    野口 敏夫  電機     (680)  2005.3   (53～55) 
 サイレント・ケムレス」ＩＨクッキングヒータの          
 開発－           
        
ナノプロセス時代の半導体製造装置      堀江 伸ほか  電子材料   44(3)  2005.3   (7～103) 
 －総論：半導体製造装置市場の中期見通し、他－          
        
ソニー業績不振の理由とものづくり力の検証     近岡 裕  日経ものづくり  2005.3   (73～82) 
 －弱い「本社」、強い「工場」－            (606)     
        
事故は語る：純正充電器を使ったのに破裂した 安    荻原 博之  日経ものづくり  2005.3  (199～201) 
 全を脅かす模倣電池の手口とは            (606)     
        
映像・音楽ケータイが世界へ －「３ＧＳＭ Ｗｏ    菊池 隆裕   日経エレクトロニク  2005.3.14  (57～66) 
 ｒｌｄ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ ２００５」開催－         ほか  ス      (895)     
        
ＵＷＢと１チップ・ケータイがＣＭＯＳ無線に革新    蓬田 宏樹  日経エレクトロニク  2005.3.14  (67～72) 
 迫る －次世代の無線回路，ＩＳＳＣＣに現る－    ス      (895)     
        
＜特集＞ 姿を消す車載半導体             大石 基之   日経エレクトロニク  2005.3.14 (89～109) 
 －崩れる壁／新たな問題への対処－         ほか  ス      (895)     
        
故障事例に学ぶ、繊細なＨＤＤの扱い方     舘 健治  日経エレクトロニク  2005.3.14 (111～118) 
      ス      (895)     
        
電源設計：９０ｎｍ世代への移行で急浮上する、Ｌ    Ｄａｖｉｄ   日経エレクトロニク  2005.3.14 (132～137) 
 ＳＩのパワー・インテグリティ問題     Ｍａｌｉｎｉ  ス      (895)     
      ａｋ        
        
知的財産権を死守せよ－－富士通から始まった薄型    丸山 義正  エコノミスト  2005.3.22  (88～91) 
 テレビ再編劇           83(17)     
        
オリンパス－－内視鏡分野での挑戦と革新     軽部 大ほか  一橋ビジネスレビュ  2005.3.24 (146～165) 
      ー      52(4)     
        
技術開発における集中とバランス －インクジェッ    ニール・クラ  一橋ビジネスレビュ  2005.3.24 (194～204) 
 ト・プリンター産業の特許データの実証分析－     イマー ほか  ー      52(4)     
        
＜特集＞ ホスト資産取捨選択の時－－加速するレ    増田 千穂   ＣＯＭＰＵＴＯＰＩ  2005.4   (14～49) 
 ガシー・マイグレーション！？         ほか  Ａ     40(463)     
        
Ｓｏｎｙ’ｓ ｓｕｄｄｅｎ ｓａｍｕｒａｉ ： Ｆｏｕｒ  Ｂｒｅｍｎｅｒ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.21  (40～45) 
 ｆｉｘｅｓ ｔｈａｔ ｎｏｎ－ｔｅｃｈｉｅ，        Ｂｒｉａｎ   ほか ＷＥＥＫ     
 ｎｏｎ－Ｊａｐａｎｅｓｅ ＣＥＯ Ｓｔｒｉｎｇｅｒ…           (3909)     
        
Ｏｕｔ ｏｆ ｔｈｅ ｓｈａｄｏｗｓ ： Ｊａｐａｎ     Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ， ＴＩＭＥ  2005.3.21  (18～21) 
 ｃａｎ ｏｆｔｅｎ ｓｅｅｍ ｍｅｓｍｅｒｉｚｅｄ ｂｙ  Ｊｉｍ     ほか       165(11)     
 ｔｒａｄｉｔｉｏｎ， ｓｏ ｔｈｅ …           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (3) 一般機械        

        
＜特集＞ 鉱山機械 －高性能乾式製砂システムの    浜口 正記   産業機械   (653)  2005.2    (6～33) 
 性能について／砕砂用ボールミルと新駆動方式に        ほか        
 ついて、他－           
        
＜特集＞ プラスチック機械 －容器包装廃棄プラ    長岡 猛ほか  産業機械   (654)  2005.3    (6～43) 
 スチック用サンドイッチ成形装置／電動超高速射          
 出成形機、他－           
        
平成１７年度産業機械の受注・生産見通し     企画調査部  産業機械   (654)  2005.3   (87～91) 
        
工作機械受注実績まとまる（２００４年）     編集部  工作機械   (156)  2005.3.18  (9～16) 
        
        

 (4) 輸送機械        

        
＜特集＞ １０００万人の材料科学－－自動車編（    加藤 哲男  金属     75(3)  2005.3   (80～87) 
 １１） －自動車に使われるモータ用磁石－           
        
ＪＮＸ／ＣＡＩの取り組みと展望（１）         （社）日本自  自動車工業  39(3)  2005.3   (22～27) 
 －自動車業界ＩＴ共有・共用モデルの推進－     動車工業会電        
      子情報委員会        
        
平成１６年度海外事業概要調査の結果について     工業会国際部  自動車部品  51(3)  2005.3   (17～26) 
        
レジェンドの開発（２） －運命の邂逅－     高野 敦  日経ものづくり  2005.3  (109～113) 
             (606)     
        
        

 (5) 精密機械        

        

 (6) 海外事情        

        
日本企業が直面する中国の競争環境     丸川 知雄  開発金融研究所報  2005.2  (107～115) 
             (22)     
        
中国家電産業の発展と日本企業     天野 倫文  開発金融研究所報  2005.2  (116～134) 
 －日中家電企業の国際分業の展開－            (22)     
        
今秋から世界石油需給統計を公開 －アジア主要エ    河原 一夫  エネルギー  38(3)  2005.3   (49～51) 
 ネルギー閣僚会議と最近のサウジ事情－           
        
世界：踊り場にさしかかったデジタル景気     椎野 幸平  ジェトロセンサー  2005.3   (44～45) 
            55(652)     
        
中国の自動車・部品産業の動向     Ａ．Ｔ．カー  自動車部品  51(3)  2005.3    (4～16) 
      ニー          
        
ロシア：自動車産業に近代化の機運     渡辺 謙二郎  ジェトロセンサー  2005.4   (64～65) 
            55(653)     
        
Ａ ｇｌｏｂａｌ ｔｅｌｅｃｏｍ ｔｉｔａｎ ｃａｌｌｅｄ  Ｅｉｎｈｏｒｎ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.7  (22～23) 
 ．．．ＺＴＥ？ ： Ｃｈｉｎａ’ｓ Ｎｏ．２        Ｂｒｕｃｅ   ほか ＷＥＥＫ     
 ｃｅｌｌｕｌａｒ－ｇｅａｒ ｍａｋｅｒ ｈａｓ …           (3907)     
        
Ｈｏｔ Ａｕｄｉ ： Ｉｔ’ｓ ｆｉｎａｌｌｙ        Ｅｄｍｏｎｄｓｏｎ， ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.14  (24～29) 
 ｂｌａｓｔｉｎｇ ｉｎｔｏ ｔｈｅ ｌｕｘｕｒｙ－ｃａｒ  Ｇａｉｌ    ほか ＷＥＥＫ     
 ｐａｃｋ． Ｃａｎ ｉｔ ｓｔａｙ ｔｈｅｒｅ？           (3908)     
        
        
        
        
        
        

 14. その他製造        

        

 (1) その他製造一般        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
話題の差別化成形加工技術、進む研究開発の現状     坂上 守  プラスチックスエー  2005.4  (136～140) 
 －樹脂特性を発現する最適メタロセンフィルム成    ジ      51(4)     
 膜条件（２）－           
        
ポリプロピレン射出成形品の構造と物性（１６）     藤山 光美  プラスチックスエー  2005.4  (142～155) 
 －微粉末粒子充てんと成形品の構造及び物性（２    ジ      51(4)     
 ）－           
        
        

 (2) 海外事情        

        
Ｔｈｉｓ ｒａｃｅ ｉｓ ｓｔａｒｔｉｎｇ ｔｏ ｇｅｔ  Ｒｏｂｅｒｔｓ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.14  (18～19) 
 ｅｘｃｉｔｉｎｇ ： Ａｓ ｔｈｅ ２００８        Ｄｅｘｔｅｒ  ほか ＷＥＥＫ     
 Ｏｌｙｍｐｉｃｓ ａｐｐｒｏａｃｈ， …           (3908)     
        
        
        
        
        
        

 15. 建設・不動産        

        

 (1) 建設・不動産一般        

        
地方自治体における公共工事の入札・契約制度の実    大野 泰資  公営企業  36(11)  2005.2    (2～12) 
 態と新たな展開           
        
昨今のＪ－ＲＥＩＴマーケットと投資用不動産マー    小林 亨  調査情報（三菱信託  2005.2   (28～42) 
 ケット     銀行）    (285)     
        
＜特集＞ 改正信託業法は不動産ビジネスをどう変    金融庁総務企  ＲＭＪ    (71)  2005.3   (18～44) 
 えるか －改正信託業法の概要、他－     画局信用制度        
      参事官 ほか        
        
２００４年度下期の不動産ファンド動向     編集部  ＲＭＪ    (71)  2005.3   (45～53) 
        
定期借地権一時金の取り扱いが明確化 －土地利用    本郷 尚  ＲＭＪ    (71)  2005.3   (56～60) 
 ・投資に大きな影響を与える可能性あり－           
        
「不動産投資家調査」の結果とその考察     関 修一  ＲＭＪ    (71)  2005.3   (61～65) 
        
Ｊ－ＲＥＩＴエンジンで浮揚する不動産投資市場     佐藤 一雄  ＲＭＪ    (71)  2005.3   (70～72) 
 －今年は青（進め）、来年は橙（急いで渡れ）－          
        
不動産ファイナンス 初級（１５）      小林 秀二  ＲＭＪ    (71)  2005.3   (82～87) 
 －さまざまなリスクとコントロール－           
        
知ってるつもりのプロパティマネジメント（３）     青木 邦啓  ＲＭＪ    (71)  2005.3   (92～95) 
 －原状回復の問題（３）－           
        
建設業の新分野進出－－公共事業に頼らない雇用を    米田 雅子  ガバナンス  (47)  2005.3   (82～85) 
 創る（１１） －建設帰農のすすめ－           
        
＜特集＞ 建設副産物リサイクルの現状と課題      佐藤 泉ほか  建設業界   54(3)  2005.3   (14～36) 
 －法規制は大局的見地で、他－           
        
平成１６年建築着工統計の概要     国土交通省建  建設統計月報 (507)  2005.3   (10～57) 
      設調査統計課        
        
建設関連業の経営分析 －平成１５年分－     国土交通省建  建設統計月報 (507)  2005.3   (58～79) 
      設振興課        
        
建設業景況調査〔四半期報〕（平成１６年度 第３    東日本建設業  建設統計月報 (507)  2005.3   (80～83) 
 回）     保証㈱        
        
首都圏における建設廃棄物の現状と今後の課題     三本 守  日経研月報  (321)  2005.3   (26～33) 
        
        

 (2) 住宅一般        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
北海道住宅供給公社の特定調停手続     馬杉 榮一   金融法務事情 53(6)  2005.3.5  (34～45) 
 －リーガルリスクを回避した１７条決定－         ほか        
        
ストラクチャードファイナンス：アパートローン市    北原 一功   レーティング情報  2005.4   (56～65) 
 場と証券化 －債務者属性やローン属性の違いに        ほか         8(4)     
 応じ分析アプローチ           
        
        

 (3) 海外事情        

        
Ｗｏｒｌｄ Ｍａｒｋｅｔｓ ｉｎ アジア・パシ    編集部  ＲＭＪ    (71)  2005.3   (66～69) 
 フィック           
        
        
        
        
        
        

 16. 商  業        

        

 (1) 商業一般        

        
回復いまだ遠し２００４年の小売業      藤原 健  酒類食品統計月報  2005.2   (81～88) 
 －猛暑効果生かしたＣＶＳ、既存店客数増加－           46(13)     
        
急速に減少するわが国卸売業の商店数     高橋 睦春   経済統計研究 32(4)  2005.3   (17～39) 
 －商業統計からみた卸売業の構造変化－         ほか        
        
＜特集＞ リピーターをつくる“楽しさ”の研究     羽根 浩之   ストアーズレポート  2005.3   (17～35) 
 －そごう徳島店／京王新宿店／福袋／懸賞セール        ほか         46(3)     
 、他－           
        
小売業のロジスティクス戦略（５２） －「特別編    臼井 秀彰  流通設計２１ 36(3)  2005.3   (60～63) 
 ドラッグストアの物流」－－将来のメーカー直接          
 取引対応を見据え問           
        
Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｎｅｗ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ（３    大野 和弘  激流     30(4)  2005.4   (52～53) 
 ４） －スタンダードから外れた商売が受けてい          
 る－           
        
流通業界ウオッチ（４５）      編集部  激流     30(4)  2005.4   (86～88) 
 －世界に広がる食への安全意識－           
        
        

 (2) 流  通        

        

 (3) リース        

        
改正薬事法について     法務委員会改  ＬＥＡＳＥ  34(3)  2005.4    (2～8) 
      正薬事法検討        
      ＷＧ        
        
        

 (4) 海外事情        

        
＜特集＞ 日墨ＥＰＡで生まれる商機 －日本・メ    戸塚 隆友   ジェトロセンサー  2005.3    (6～23) 
 キシコ新時代を開く経済連携協定／ビジネス環境        ほか        55(652)     
 改善に高まる期待他           
        
Ｔｈｅ ｂｉｇ ｂｒａｎｄｓ ｇｏ ｂｅｇｇｉｎｇ ：   Ｍａｔｌａｃｋ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.21  (24～25) 
 Ｔｈｅｙ’ｒｅ ｏｎ ｆｅｗｅｒ ｓｈｅｌｖｅｓ ａｓ  Ｃａｒｏｌ   ほか ＷＥＥＫ     
 Ｅｕｒｏｐｅ’ｓ ｐｒｉｖａｔｅ－ｌａｂｅｌ …           (3909)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 17. 運  輸        

        

 (1) 運輸一般        

        
荷主のロジスティクスとＳＣＭ革命（３９）     五月 陵  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2005.2   (30～33) 
 －増加する入札の要求事項－      Ａｇｅ   (451)     
        
＜特集＞ 物流資産は誰が持つ －ファンド乱立後    大矢 昌浩   ＬＯＧＩ－ＢＩＺ  2005.3   (10～30) 
 の物流市場／物流企業の減損会計攻略法、他－         ほか         4(12)     
        
物流企業決算ランキング（２００５年３月期中間）    刈屋 大輔  ＬＯＧＩ－ＢＩＺ  2005.3   (46～51) 
             4(12)     
        
日本の流通 進化のゆくえ（６）      鈴木 孝之  ＬＯＧＩ－ＢＩＺ  2005.3   (52～57) 
 －焦点はダイエー後の業界再編－            4(12)     
        
２１世紀の国際コンテナ物流における基本的方向性    山岸 寛  運輸と経済  65(3)  2005.3   (52～60) 
        
物流ニュービジネスの動向（最終回） －注目市場    山鳥 洋  流通設計２１ 36(3)  2005.3   (98～102) 
 に成長した低温物流 企業の勝敗を分けるＩＴ戦          
 略－           
        
ＤＡＴＡで見るロジスティクス－－輸送指数（平成    編集部  流通設計２１ 36(3)  2005.3  (117～117) 
 １６年１０月分）           
        
産業スコープ：物流－－荷主の世界戦略を受け、大    杉山 薫樹  レーティング情報  2005.4   (24～29) 
 手は規模拡大競争に突入            8(4)     
        
        

 (2) 海  運        

        
船舶特償の存続が決定                 企画部  せんきょう 45(10)  2005.1   (10～16) 
 －平成１７年度海運関係税制改正・予算が決定－          
        
スエズ運河・パナマ運河とも通航料支払い実績が増    企画部  せんきょう 45(10)  2005.1   (16～18) 
 加 －スエズ運河・パナマ運河通航船実態調査結          
 果について－           
        
現行の独禁法適用除外制度維持を求め、ＥＵ・豪州    企画部  せんきょう 45(10)  2005.1   (19～22) 
 当局に当協会コメント提出 －外航船社間協定に          
 対する独禁法適用除           
        
波濤（６０） －なぜ、ハブになれないか？－     家村 一郎  海運     (930)  2005.3    (9～9) 
        
新造船マーケットの行方＜鼎談＞            西川 司ほか  海運     (930)  2005.3   (22～29) 
 －船価はどう動くのか－           
        
京都議定書発効で流れ変わる内航海運     編集部  内航海運  40(846)  2005.3    (4～8) 
        
港湾物流：全国の港湾（１，０００）を再編成／国    編集部  内航海運  40(846)  2005.3   (10～11) 
 交省           
        
エネルギー輸送が危ない－－ＬＮＧ大国日本を襲う    山本 恒  エコノミスト  2005.3.8  (90～93) 
 ２００７年危機           83(14)     
        
        

 (3) 航  空        

        
よりよい航空貨物運送の実現のために－－衰退日本    日本大学経済  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2005.2   (12～17) 
 港湾の轍を踏むな     学部産業経営   Ａｇｅ   (451)     
      研究所        
        
関西の国際航空貨物輸送の現状と課題     編集部  マンスリー・レビュ  2005.3   (10～11) 
      ー     
        
        

 (4) 陸  運        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
インターネットＩＴＳ基盤を活用したタクシー業務    国土交通省国  ＰＲＩ Ｒｅｖｉｅ  2005.2 冬季 (26～37) 
 高度化に関する実証実験について（結果報告）     土交通政策研  ｗ      (15)     
      究所        
        
小田急高架化訴訟－－「安くて早い」高架事業はど    斉藤 驍  エコノミスト  2005.3.29  (60～62) 
 こへ？官の論理の崩壊           83(18)     
        
        

 (5) 倉  庫        

        
＜特集＞ 広がる倉庫ワールド －増加傾向に転じ    秦野 敏行   流通設計２１ 36(3)  2005.3   (18～49) 
 る倉庫設備投資 主役は物流施設投資ファンド、        ほか        
 他－           
        
        

 (6) 海外事情        

        
ＥＵ拡大と新たな鉄道政策の展開     尾後貫 博光  運輸と経済  65(3)  2005.3   (81～91) 
          ほか        
        
＜特集＞ ＥＵ競争政策の見直し －定期船同盟と    園田 裕一   海運     (930)  2005.3   (10～20) 
 不定期船に対する欧州競争法適用を巡る動向、他        ほか        
 －           
        
＜特集＞ 中国物流 －中国を睨んだ日本企業のも    伊丹 敬之   港湾     82(3)  2005.3    (4～45) 
 のづくり戦略／メーカーの取り組み／上海現地レ        ほか        
 ポート、他－           
        
中国国内物流の現状 －進出日系企業の視点から－    和田 敬記  港湾     82(3)  2005.3   (48～53) 
        
米国：拡大する中国との空輸ビジネス     服部 隆一  ジェトロセンサー  2005.3   (46～47) 
            55(652)     
        
世界の注目企業（８） －中国保利集団（中国）：    井上 隆一郎  ジェトロセンサー  2005.4   (28～29) 
 軍ビジネスからの脱皮を図る複合企業－           55(653)     
        
        
        
        
        
        

 18. 情報・通信        

        

 (1) 情報・通信一般        

        
ＶＰＮサービスの動向と技術     松本 隆ほか  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.2    (9～15) 
      ＮＡＬ    45(2)     
        
可視光通信の概要     里方 昭彦  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.2   (16～21) 
      ＮＡＬ    45(2)     
        
＜特集＞ 光・ＩＰ時代の新たなビジネスを追究す    高木 誠一   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3   (20～33) 
 るＮＴＴ東日本の取組み         ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(3)     
        
＜特集＞ Ｌｉｎｕｘ＆オープンソースの真のメリ    亦賀 忠明   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3   (82～97) 
 ットとは？ －総論／ＮＴＴグループの視点／Ｏ        ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
 ＳＳの可能性、他－     ＴＩＯＮ   42(3)     
        
セキュリティ最新動向（１４）     大石 裕司   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3   (99～104) 
 －セキュアＯＳの機能と効果－         ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(3)     
        
地上デジタル放送の動向と普及に向けた課題     野村 敦子  Ｊａｐａｎ Ｒｅｓ  2005.3    (9～71) 
      ｅａｒｃｈ Ｒｅｖ     
      ｉｅｗ    15(3)     
        
新しい図書館と知的生活     Ｈｅｎｅｙ，  情報管理  47(12)  2005.3  (779～785) 
      Ｃｈａｒｌｅ        
      ｓ        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
世界に広がる機関レポジトリ：現状と諸問題     高木 和子  情報管理  47(12)  2005.3  (806～817) 
        
「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会    総務省総合政  情報通信ジャーナル  2005.3   (26～29) 
 」報告書の概要     策課         23(3)     
        
トラヒックからみた我が国の通信利用状況（平成１    総務省電気通  情報通信ジャーナル  2005.3   (30～33) 
 ５年度）     信事業部料金         23(3)     
      サービス課        
        
＜特集＞ ＩＰ－ＶＰＮサービス：第２ラウンドは    編集部  テレコミュニケーシ  2005.3   (62～68) 
 中小企業市場 複合サービスで新規顧客開拓へ     ョン     22(3)     
        
地上デジタル放送時代のコンテンツビジネスセミナ    音 好宏ほか  産業立地   44(2)  2005.3.1  (51～59) 
 ー＜パネルディスカッション＞ －沖縄コンテン          
 ツをビジネスに！－           
        
＜特集＞ ソフトバンクｖ．ｓ．総務省－－くすぶ    蛯谷 敏  日経コミュニケーシ  2005.3.1  (50～58) 
 る火種、禍根残した携帯参入騒動     ョン     (433)     
        
＜特集＞ ブロードバンド大国の落とし穴－－拡大    山崎 洋一  日経コミュニケーシ  2005.3.1  (64～74) 
 するデジタル・デバイド問題を追う     ョン     (433)     
        
２００４年度版総務省の電気通信市場調査（２）     総務省市場評  日経コミュニケーシ  2005.3.1 (151～159) 
 －ＩＰ電話とモバイル：７００万を超えたＩＰ電    価企画官  ョン     (433)     
 話携帯電話は３Ｇ戦           
        
軌道修正された「東西ＮＴＴ頼み」光アクセスは敷    島津 忠承  日経コミュニケーシ  2005.3.15  (30～36) 
 設競争へ     ョン     (434)     
        
＜特集＞ モバイルに走るインテグレータ        加藤 慶信  日経コミュニケーシ  2005.3.15  (38～50) 
 －商機拡大、競争激化するＩＰ電話、他－     ョン     (434)     
        
接続料値上げでマイラインに大打撃 －直収電話や    市嶋 洋平  日経コミュニケーシ  2005.3.15  (51～53) 
 ＩＰ電話への移行を加速、業界再編への引き金に    ョン     (434)     
 も－           
        
技術解説：ＰＨＳ高速化技術 －１Ｍビット／秒へ    平澤 弘樹  日経コミュニケーシ  2005.3.15  (90～98) 
 の高速化を狙う バックボーンＩＰ化で音声定額    ョン     (434)     
 も－           
        
＜特集＞ テレビ局が危ない －高コスト／広告に    河本 久廣   エコノミスト  2005.3.29 (101～111) 
 全面依存／過大なデジタル投資／４大キー局研究        ほか        83(18)     
 －           
        
＜特集＞ 公共放送としてのＮＨＫの在り方 －大    伊豫田 康弘  世界週報  86(12)  2005.3.29  (6～13) 
 改革待ったなしのＮＨＫ／求められる「公共的価        ほか        
 値」の構築－           
        
ＮＨＫに公共性はない －「みなさまのＮＨＫ」は    武田 徹  ＶＯＩＣＥ  (328)  2005.4  (208～215) 
 なぜ「私的」放送局になったか－           
        
Ｆｒｏｍ ｗｅｂ ｈｏｓｔｉｎｇ ｔｏ ＤＶＤ        Ｒｏｗｌｅｙ，Ｉａｎ ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.7  (28～29) 
 ｒｅｎｔａｌｓ ｔｏ．．． ： Ｗｉｌｌ                  ほか ＷＥＥＫ     
 Ｌｉｖｅｄｏｏｒ’ｓ ｆａｒ－ｆｌｕｎｇ …           (3907)     
        
        

 (2) 情報処理産業        

        
＜特集＞ ＮＴＴドコモの法人ビジネス戦略と愛知    星澤 秀郎   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3   (36～51) 
 万博／スポーツイベントへの取組み         ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(3)     
        
＜特集＞ オペレーショナル・エクセレント・カン    田下 佳彦   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3   (52～67) 
 パニーを目指すＮＴＴデータカスタマサービスの        ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
 取組み     ＴＩＯＮ   42(3)     
        
要求工学（５） －要求抽出－     山本 修一郎  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3  (105～109) 
      ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   42(3)     
        
オフショア開発の現状と展望 －本格化へと向うＤ    内山 克也  電気通信  68(699)  2005.3   (15～20) 
 ＴＳの中国向けソフト発注－－コスト低減より発          
 注スキルの向上に重           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (3) 海外事情        

        
ＣＩＡＪ情報通信海外調査報告（３）          衣川 茂ほか  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.2   (22～27) 
 －ＥＵにおける中東欧の位置づけとＩＣＴ概況－    ＮＡＬ    45(2)     
        
ロンドン報告：ロシア携帯電話業界の状況について    Ｄａｎｉｅｌ  調査月報（東京三菱  2005.2   (18～22) 
      Ｊｏｈｎｓｏ  銀行）    (107)     
      ｎ   ほか        
        
ＣＩＡＪ情報通信海外調査報告（４）     小尾 敏夫  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.3   (18～23) 
 －西欧および欧州委員会から見た中東欧－     ＮＡＬ    45(3)     
        
世界の注目企業（６） －ＮＣソフト（韓国）：オ    松尾 修二  ジェトロセンサー  2005.3   (42～43) 
 ンラインゲーム界の旗手－           55(652)     
        
ＡＴ＆ＴとＭＣＩ消滅！揺れる米国通信 －ベライ    神野 新  日経コミュニケーシ  2005.3.1  (75～77) 
 ゾンとＳＢＣの２強時代到来か、次は３番手ベル    ョン     (433)     
 サウスに注目－           
        
Ｄｉａｌ ｆｏｒ ｆｒｅｎｚｙ ： Ｉｆ ａｌｌ ｔｈｅ  Ｑｕａｉｎ，     Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.3.7  (38～42) 
 ｏｕｔｓｔａｎｄｉｎｇ ｄｅａｌｓ ｇｏ ｔｈｒｏｕｇｈ  Ｊｏｈｎ Ｒ．  ＷＯＲＬＤ      
 ， ｔｈｅｒｅ ｗｉｌｌ ｂｅ ｊｕｓｔ …     ＲＥＰＯＲＴ     
            138(8)     
        
Ｔｈｅ ｎｅｗ ｒａｄｉｏ ｒｅｖｏｌｕｔｉｏｎ ：     Ｇｒｅｅｎ，     ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.14  (38～41) 
 Ｆｒｏｍ ｓａｔｅｌｌｉｔｅ ｔｏ ｐｏｄｃａｓｔｓ，  Ｈｅａｔｈｅｒ ほか ＷＥＥＫ     
 ｐｒｏｇｒａｍｍｉｎｇ ｉｓ ｅｘｐｌｏｄｉｎｇ…           (3908)     
        
Ｔｅｃｈ ｍａｄｅ ｅａｓｙ ： Ｈｏｗ ｔｏ ｇｅｔ  ＬａＧｅｓｓｅ，   Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.3.14  (48～54) 
 ｔｈｅ ｍｏｓｔ ｏｕｔ ｏｆ ｔｈｏｓｅ ＃％＠＊！！  Ｄａｖｉｄ  ＷＯＲＬＤ      
 ｇｉｚｍｏｓ（ Ｗｉｔｈｏｕｔ ｌｏｓｉｎｇ …     ＲＥＰＯＲＴ     
            138(9)     
        
Ｙａｈｏｏ！ ｇｏｅｓ ｔｏ ｈｏｌｌｙｗｏｏｄ ：     ＭｃＣａｒｔｈｙ，  ＴＩＭＥ  2005.3.21  (30～32) 
 Ｅｘ－ｍｏｖｉｅ ｈｏｎｃｈｏ Ｔｅｒｒｙ Ｓｅｍｅｌ   Ｔｅｒｒｙ   ほか       165(11)     
 ｉｓ ｂｅｔｔｉｎｇ ｈｉｓ ｈｏｔ …           
        
        
        
        
        
        

 19. 金融・証券        

        

 (1) 金融・証券一般        

        
開発プロジェクトにおける銀行のモニタリング機能    田中 廣滋  開発金融研究所報  2005.2  (154～159) 
             (22)     
        
「地域金融」 －金融再編下における地域金融機関    瀬谷 俊雄   かたりすと  6(1)  2005.2    (2～15) 
 経営／今こそ求められるスモールビジネスの起業        ほか        
 支援策の充実、他－           
        
金融コングロマリット元年への期待 －「スケール    安田 隆二  金融財政事情 56(8)  2005.2.28  (34～37) 
 」を「スコープ」に転換できるシナジーの追求を          
 －           
        
株主利益還元を巡る企業と投資家の認識ギャップは    石橋 三洋  金融財政事情 56(8)  2005.2.28  (38～41) 
 大きい －投資家が求めているのは「業績に応じ          
 た配当」－           
        
第二地銀０４年９月期決算分析 －不良債権処理と    編集部  金融財政事情 56(8)  2005.2.28  (42～45) 
 経費の減少主因に３年連続増益－－低迷する貸出          
 、収益力強化の道筋           
        
証券化普及のカギ握る情報開示の充実          江川 由紀雄  金融財政事情 56(8)  2005.2.28  (46～50) 
 －ＡＢＳ発行額は５兆円を突破－           
        
生命保険会社の格付け見直し結果について     野上 正峰   ＪＣＲ格付け (169)  2005.3    (2～9) 
          ほか        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
イノベーション不在の時代（４）     福井 和夫  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.3   (15～21) 
 －メガバンクの戦略と証券化－     ｃｅ     35(3)     
        
銀行を変える「特別編」（６５）     宮坂 恒治  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.3   (50～55) 
 －景況の二元化とファイナンス方式－     ｃｅ     35(3)     
        
政策金融のあり方について［提言］／政策金融機関    金融調査研究  金融     (696)  2005.3    (4～23) 
 の改革の進捗状況     会   ほか        
        
保証制度の見直しにかかる実務上の留意点     阿部 耕一  金融     (696)  2005.3   (24～32) 
        
銀行代理店制度見直しの論点整理     金融審議会金  金融     (696)  2005.3   (35～38) 
      融分科会第二        
      部会        
        
＜特集＞ 急拡大するシンジケートローン市場 －    鴛海 健起   金融ジャーナル  2005.3   (11～30) 
 新たな発展段階を迎えたわが国のシンジケートロ        ほか         46(3)     
 ーン、他－           
        
経営分析（３） －中国銀行と広島銀行（上）－－    上林 敬宗  金融ジャーナル  2005.3   (33～40) 
 広島銀行：新たなビジネスモデル構築を－            46(3)     
        
「金融改革プログラム－金融サービス立国への挑     金融庁総務企  金融ジャーナル  2005.3   (45～53) 
 戦－」について     画局政策課         46(3)     
        
消費者信用：信販会社の現状と今後の展望     西ヶ谷 葉子  金融ジャーナル  2005.3   (60～63) 
             46(3)     
        
＜特集＞ 「余資」運用から「本資」運用へ －国    佐賀 卓雄   金融ジャーナル  2005.3   (67～79) 
 債保有残高急増でリスク高まる／明確な投資方針        ほか         46(3)     
 が不可欠、他－           
        
ランキング：地銀・第二地銀の収益性・健全性指標    幾代 雄四郎  金融ジャーナル  2005.3  (113～149) 
 （２００４年９月中間期） －総合・収益性で横           46(3)     
 浜銀行がトップの座           
        
＜特集＞ カード決済はどこまで広がるか －メイ    編集部 ほか  消費者信用  23(3)  2005.3    (8～22) 
 ンカード化のカギを握る新市場の取込み、他－           
        
クレジット業界における個人情報保護法対応の課題    経済産業省取  消費者信用  23(3)  2005.3   (29～31) 
 について －ガイドライン遵守と業界自主ルール    引信用課        
 強化がカギ－           
        
ＩＴ系企業はなぜコンシューマーファイナンスに参    編集部  消費者信用  23(3)  2005.3   (36～39) 
 入するのか －顧客基盤を武器にウェブサービス          
 とのシナジーを狙う           
        
個人情報保護実務対応の急所（５） －開示請求へ    川畑 大輔  消費者信用  23(3)  2005.3   (40～46) 
 の対応－－請求権者の範囲と確認方法、受付・開          
 示方法のポイント－           
        
上限金利規制はどうなるか（３） －利息制限法を    ノンバンク制  消費者信用  23(3)  2005.3   (50～53) 
 みつめ直す（２）－－出資法と利息制限法を巡る    度研究会        
 ３つの論点を提示す           
        
次世代・途上与信システムは何を目指すか（２）     前田 恭孝  消費者信用  23(3)  2005.3   (54～60) 
 －クレジットカード会社編（下）－           
        
解説：知っておきたい消費者金融の判例（３５）     阪岡 誠  消費者信用  23(3)  2005.3   (62～65) 
 －貸金業規制法４３条が憲法に違反しないとした          
 高裁判決－           
        
第１４３回保証先中小企業金融動向調査結果の概要    総合研究所  信用保険月報 48(3)  2005.3    (8～13) 
 －窮屈感が薄らぐ保証先中小企業の資金繰り－           
        
拡大が期待されるコンテンツ・ファイナンス     編集部  マンスリー・レビュ  2005.3    (4～5) 
      ー     
        
銀行窓販戦略 ２００５ －窓販新時代の銀行革新    山本 真司   金融ジャーナル  2005.3.1 臨増  
 ／保険窓販全面解禁への道筋を探る／日本郵政公        ほか           (11～141) 
 社の投信販売、他－           
        
不動産購入資金の融資と金融機関職員の情報提供義    渡邊 博己  金融法務事情 53(6)  2005.3.5  (46～53) 
 務           
                                                           

 

─ 21 ─ 



表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
７割以上の企業が決済用預金を利用予定         野崎 卓也  金融財政事情 56(9)  2005.3.7  (51～53) 
 －なお残る金利上昇局面での預金シフト懸念－           
        
＜特集＞ 証券仲介業務の手応え －法人向け証券    前川 裕志   金融財政事情  2005.3.14  (12～23) 
 仲介ビジネスへ期待込めるメガバンク、他－         ほか        56(10)     
        
能動的ポートフォリオマネジメントは営業力強化を    永井 素夫  金融財政事情  2005.3.14  (30～33) 
 実現する －資本コスト概念の確立と貸出債権市          56(10)     
 場育成を急げ－           
        
医療機関債を有価証券とし公募発行実現すべし －    坪井 清  金融財政事情  2005.3.14  (38～42) 
 「直接金融の一手法」から大きく後退した厚労省          56(10)     
 ＧＬ－           
        
日本生命は体質改善できないまま沈むのか     牛場 真二  エコノミスト  2005.3.15  (44～46) 
            83(16)     
        
誤振込により成立した預金の払戻請求／「振り込め    岡本 雅弘   金融法務事情 53(7)  2005.3.15   (4～7) 
 詐欺」における被仕向銀行の払戻停止措置義務         ほか        
        
誤振込と被仕向銀行の相殺（上）      本多 正樹  金融法務事情 53(7)  2005.3.15  (37～47) 
 －名古屋地判平１６・４・２１に関連して－           
        
偽造カード補償問題を考える －預金者救済を図る    岩原 紳作  金融財政事情  2005.3.21  (12～18) 
 法制整備を－－銀行取引全般における利用者保護          56(11)     
 の法的枠組み整備が           
        
消費者金融は魅力的な市場－－金利自由化迫る米国    編集部  エコノミスト  2005.3.22  (74～75) 
 と貸金業者の共闘           83(17)     
        
保証契約の要式化と実務上の問題点     堂園 昇平  金融法務事情 53(8)  2005.3.25   (4～5) 
        
＜特集＞ 施行直前！個人情報保護法対策 －個人    浅井 弘章   金融法務事情 53(8)  2005.3.25  (9～25) 
 情報の取扱いに関する規制と実務上の留意点、他        ほか        
 －           
        
地域金融機関のコンプライアンス     内田 芳樹  金融法務事情 53(8)  2005.3.25  (26～34) 
 －最近の業務改善命令の動向を踏まえて－           
        
「セキュリティ・トラスティの有効性に関する論点    金融法委員会  金融法務事情 53(8)  2005.3.25  (35～39) 
 整理」の概要           
        
誤振込と被仕向銀行の相殺（下）     本多 正樹  金融法務事情 53(8)  2005.3.25  (48～58) 
 －名古屋地判平１６・４・２１に関連して－           
        
会計制度委員会報告第１４号「金融商品会計に関す    日本公認会計  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4  (125～128) 
 る実務指針」等の改正について     士協会  ル      17(4)     
        
＜特集＞ 「りそな」再生の苦闘 －再生を阻む“    山川 清弘   金融ビジネス (241)  2005.4   (26～39) 
 都銀下位行体質”。経営陣と本部の大いなる罪、        ほか        
 他－           
        
＜特集＞ 「中部」に負けた「関西」！？ 再生カ    古庄 英一   金融ビジネス (241)  2005.4   (40～51) 
 ギ握る地元銀行のリレバン戦略とは          ほか        
        
家計貯蓄を株式市場へ促し真のデフレ脱却を     嶌峰 義清  金融ビジネス (241)  2005.4   (76～79) 
 －株価が安定的に上昇する保有構造への転換－           
        
格付けの視点：金融コングロマリット化と格付け     細田 弘  レーティング情報  2005.4   (15～23) 
 －攻めの経営映し金融持ち株会社グループの格付           8(4)     
 け手法再整理－－子           
        
        

 (2) 海外事情        

        
ドイツにおける不良債権市場 －Ｓ－Ｉｎｋａｓｓ    日本政策投資  日経研月報  (321)  2005.3   (54～57) 
 ｏ ＧｍｂＨの設立と貯蓄金庫における債権証券    銀行フランク        
 化－     フルト事務所        
        
米国金融コングロマリットの本質 －保険引受部門    吉永 高士  金融財政事情 56(9)  2005.3.7  (12～17) 
 の分離は米金融再編における基本的潮流－－自前          
 での商品“製造”は           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
メザニンファイナンス（２・完）     堀内 秀晃  ＮＢＬ    (805)  2005.3.15  (74～77) 
        
人民元切り上げ見通しと金融センター「香港」の将    荒井 敏明  ジェトロセンサー  2005.4    (6～7) 
 来           55(653)     
        
Ｍｅｒｒｉｌｌ ｓｈｒｕｇｓ ｏｆｆ ｔｈｅ ｈｅｒｄ  Ａｖｅｒｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2004.8   (28～35) 
 ｍｅｎｔａｌｉｔｙ   Ｈｅｌｅｎ           (424)     
        
Ｗａｙｓ ａｒｏｕｎｄ ａ ｄｉｆｆｉｃｕｌｔ ｉｓｓｕｅ  Ｋｏｈ，Ｐｅｔｅｒ  ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2004.8   (54～56) 
             (424)     
        
Ｗｉｌｌ Ｇｅｒｍａｎｙ ｇｉｖｅ ＲＥＩＴｓ ａ      Ｅｗｉｎｇ，Ｊａｃｋ ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.21  (46～47) 
 ｃｈａｎｃｅ？ ： Ｔｈｅｙ ｃｏｕｌｄ ｂｏｏｓｔ ａ     ＷＥＥＫ     
 ｍｏｒｉｂｕｎｄ ｐｒｏｐｅｒｔｙ ｍａｒｋｅｔ…           (3909)     
        
        
        
        
        
        

 20. その他サービス        

        

 (1) その他サービス一般        

        
大学の社会的責任と格付けの視点     吉田 法男   ＪＣＲ格付け (169)  2005.3   (10～18) 
          ほか        
        
＜特集＞ 岐路に立つ大学経営－－全入時代に経営    中嶋 嶺雄   ＪＭＡマネジメント  2005.3    (8～30) 
 改革のいま －「国際教養」は最強のカード、他        ほか  レビュー   11(3)     
 －           
        
ストラクチャードファイナンス：診療報酬債権の証    小西 昭博  レーティング情報  2005.3   (44～49) 
 券化商品格付けのポイント －遅延・減額リスク           8(3)     
 や医療機関の信用力           
        
中小企業版国立病院－－東京都中小企業再生支援協    藤原 敬三  ＮＢＬ    (805)  2005.3.15  (65～73) 
 議会の現況           
        
        

 (2) 観光・レジャー        

        
レジャービジネスの潮流（最終回）     丁野 朗  調査月報（国民生活  2005.3   (24～25) 
 －新たな余暇市場の可能性－     金融公庫）  (527)     
        
東横インの経営術 －女性のセンスを生かして日本    西田 憲正  日経研月報  (321)  2005.3    (4～10) 
 一のホテルチェーンを創る－           
        
＜特集＞ 新基準機の導入でホール経営はどう変わ    ㈱遊技通信社  レジャー産業資料  2005.3   (39～119) 
 る！？－－ターニングポイントを迎えたパチンコ    月刊『遊技通         38(3)     
 ホールの経営戦略     信』編集部他        
        
＜特集＞ 複合業態における温浴施設の導入メリッ    編集部 ほか  レジャー産業資料  2005.3  (125～156) 
 ト－－デベロッパーの思惑と課題            38(3)     
        
地域における観光・集客産業の動向     大西 達也  産業立地   44(2)  2005.3.1  (45～50) 
 －全国地域振興プロジェクトの分析－           
        
＜特集＞ ホテル婚礼の再構築－－新たな婚礼スタ    編集部  ホテル・旅館 42(4)  2005.4   (11～60) 
 イルの創造 －２００５年開業の注目３ホテル婚          
 礼戦略全解剖、他－           
        
Ｖｉｅｗ Ｐｏｉｎｔ（３８）     藤森 正敏  ホテル・旅館 42(4)  2005.4  (150～151) 
 －訪日観光の起爆剤－           
        
        

 (3) 海外事情        

        
フィリピン：国内の医療水準確保が急務     尾島 絵美  ジェトロセンサー  2005.3   (54～55) 
            55(652)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
韓国：「韓流」ブームを機に観光産業を活性化     大波 秀和  ジェトロセンサー  2005.3   (56～57) 
            55(652)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅱ 国土開発篇        

        

 １. 全国総合開発        

        

 (1) 全国総合開発一般        

        
社会資本整備における第三者の役割に関する研究     国土交通省国  国土交通政策研究  2005.1    (1～92) 
      土交通政策研         (43)     
      究所        
        
平成１７年度国土交通省税制改正の概要     国土交通省大  国土交通   58(2)  2005.2   (48～49) 
      臣官房参事官        
        
米国におけるメディエーション等の活用方策     国土交通省国  ＰＲＩ Ｒｅｖｉｅ  2005.2 冬季 (2～13) 
      土交通政策研  ｗ      (15)     
      究所        
        
＜特集＞ 持続可能な地域づくりのために －日本    植田 和弘   ＲＰレビュー (16)  2005.3    (2～40) 
 型サステイナブル・シティの課題／エコバジェッ        ほか        
 トについて、他－           
        
日本の水資源について     三宅 晋一  調査レポート（三井  2005.3 春季 (27～38) 
 －潜在的な供給不足に備えて－     トラスト・ホールデ     
      ィングス）  (49)     
        
＜特集＞ 平成１７年度予算・税制      国土交通委員  立法と調査  (246)  2005.3.1  (52～56) 
 －公共事業予算と２１世紀型災害の課題－     会調査室        
        
        

 (2) 分野別開発        

        
経済成長と交通環境負荷に関する研究Ⅰ     山口 勝弘   国土交通政策研究  2005.1    (1～73) 
          ほか         (42)     
        
＜特集＞ 地域にやさしい交通 －地域にやさしい    坂本 眞一   ＮＥＴＴ   (48)  2005.2    (1～40) 
 交通・まちづくりへの取り組み／コミュニティバ        ほか        
 スの最近の動向、他           
        
公共下水道における経費の負担区分：神戸市のケー    佐々木 弘  公営企業  36(11)  2005.2   (25～38) 
 ス           
        
中小規模上下水道経営入門（３８）     中小規模上下  公営企業  36(11)  2005.2   (77～91) 
 －民間委託導入の実際－     水道研究会        
        
＜特集＞ より「使える」ハイウェイ政策への転換    家田 仁ほか  国土交通   58(2)  2005.2    (5～27) 
 －より上手に使う道路へ／ＥＴＣの普及促進策、          
 他－           
        
海外における交通施設への政府の関与等に関する事    国土交通省国  ＰＲＩ Ｒｅｖｉｅ  2005.2 冬季 (38～49) 
 例調査     土交通政策研  ｗ      (15)     
      究所        
        
わが国における「交通権」の位置づけについて      国土交通省交  運輸と経済  65(3)  2005.3   (61～69) 
 －交通権の請求権的側面－     通調査統計課        
      調査室        
        
日本の土木を歩く      峯崎 淳  建設業界   54(3)  2005.3   (40～48) 
 －苫小牧港（４）－－未来に向かって開く港－           
        
便益原単位の信頼性と妥当性 －本誌２００４年３    太田 和博  高速道路と自動車  2005.3   (14～20) 
 月号藤本・大成・松元研究論文を読んで－            48(3)     
        
地方圏における今後の高速道路整備の効果と課題に    小塚 みすず  高速道路と自動車  2005.3   (27～35) 
 関する基礎的考察         ほか         48(3)     
        
「使える」ハイウェイに向けた政策の実践     国土交通省企  高速道路と自動車  2005.3   (52～57) 
      画課道路経済         48(3)     
      調査室        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
平成１７年度道路関係予算案の概要     国土交通省道  高速道路と自動車  2005.3   (71～79) 
      路局企画課         48(3)     
        
＜特集＞ 開港！中部国際空港 －中部国際空港の    国土交通省飛  国土交通   58(3)  2005.3   (11～43) 
 概要／魅力ある空港について考える／中部国際空    行場部 ほか        
 港の今後の展望、他           
        
＜特集＞ バス・タクシーのこれから －次世代の    家田 仁ほか  自動車技術  59(3)  2005.3   (4～107) 
 道路公共交通をどうするか？／規制緩和時代の路          
 線バスのあり方、他           
        
自動車交通の話題を追って（５）     山内 弘隆  自動車工業  39(3)  2005.3   (28～29) 
 －道路整備と外部性に関する研究－           
        
＜特集＞ 「使える」ハイウェイの実現に向けて     国土交通省道  道路     (769)  2005.3    (7～37) 
 －「使える」ハイウェイに向けた政策の実践、他    路局企画課         
 －         ほか        
        
有料道路における回数券偽造問題     国土交通省有  道路     (769)  2005.3   (38～39) 
      料道路課        
        
進展するＩＴＳ（高度道路交通システム）の現状と    増田 真男  調査（日本政策投資  2005.3.4   (2～58) 
 将来展望     銀行）    (79)     
        
        
        
        
        
        

 ２. 都市開発        

        

 (1) 都市開発一般        

        
＜特集＞ 都市と車の共生 －交通まちづくりとＴ    金沢市都市整  運輸と経済  65(3)  2005.3    (4～51) 
 ＤＭ（交通需要の管理）をめぐって－－金沢市の    備部都市計画        
 取り組みから、他－     課   ほか        
        
中心市街地活性化への取り組み             中小企業庁経  経済産業ジャーナル  2005.3   (36～39) 
 －実効性確保診断・サポート事業の創設－     営支援部商業         38(3)     
      課        
        
        

 (2) 都市問題        

        
＜特集＞ 景観法－－可能性と課題 －景観生成の    中村 良夫   都市計画   54(1)  2005.2.25  (3～54) 
 条件／景観法が切り開く新しい法の世界／地域づ        ほか        
 くりと景観、他－           
        
都市計画行政の最近の動き－－景観法施行     国土交通省都  都市計画   54(1)  2005.2.25  (64～65) 
      市計画課        
        
「開放型コミュニティ」による都市再生 －「住民    久繁 哲之介  ＵＲＢＡＮ ＳＴＵ  2005.3.4   (1～12) 
 参加まちづくり」から「開放型コミュニティ」へ    ＤＹ     (41)     
 。ケーススタディ「           
        
吸われる都市     渡辺 直行  ＵＲＢＡＮ ＳＴＵ  2005.3.4  (13～128) 
      ＤＹ     (41)     
        
都市の風景に関する研究（３）     渡辺 直行  ＵＲＢＡＮ ＳＴＵ  2005.3.4 (129～148) 
      ＤＹ     (41)     
        
都市と祭り     山口 智  ＵＲＢＡＮ ＳＴＵ  2005.3.4 (149～155) 
      ＤＹ     (41)     
        
        

 (3) 海外事情        

        
上海と台北に見る都市に活力を生み出す人材を惹き    国土交通省国  ＰＲＩ Ｒｅｖｉｅ  2005.2 冬季 (14～25) 
 付ける都市環境     土交通政策研  ｗ      (15)     
      究所        
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 ３. 地域開発        

        

 (1) 地域開発一般        

        
＜特集＞ 地域内分権 －変貌する地域社会におけ    辻 琢也ほか  地域政策研究（地方  2004.12.1  (6～49) 
 る地域課題と住民協働／小規模自治体における行    自治研究機構）     
 政組織運営の刷新他            (29)     
        
行政強制における「対物」との視点からの「ジュリ    田村 泰俊  国土交通政策研究  2005.1    (1～23) 
 スプリュデンス」 －行政代執行の機能不全とア           (44)     
 メリカ合衆国の「対           
        
「住みよい都市」を考える－－全国主要都市の都市    内田 晃  ＮＩＲＡ政策研究（  2005.2   (64～69) 
 間比較調査より     月刊）    18(2)     
        
新潟県中越地震の被害と対応     国土交通省河  国土交通   58(2)  2005.2   (50～51) 
      川局防災課災        
      害対策室        
        
自治の課題への取組＜政策課題研究＞ －衛星監視    粂川 訓芳   自治フォーラム  2005.2   (67～73) 
 ２４時－－産廃を宇宙で見張れ（要約）－         ほか         (545)     
        
自治の課題への取組＜政策課題研究＞ －ＨＵＭＡ    市戸 敬二   自治フォーラム  2005.2   (74～84) 
 Ｎ ＩＮＮＯＶＡＴＩＯＮ ＴＲＥＡＳＵＲＹ         ほか         (545)     
 －－新たな人的資源           
        
＜特集＞ 産廃問題で問われるガバナンス －廃棄    岐阜県御嵩町  ガバナンス  (47)  2005.3   (19～41) 
 物処理新法の制定を！／産廃問題解決に国、自治    長   ほか        
 体間のギャップ、他           
        
新潟県中越地震リポート（最終回） －新たなる春    高橋 直子  ガバナンス  (47)  2005.3   (42～45) 
 へ－－復興と合併 住民と行政が試されるとき－          
        
地域活性化のための知的財産スタートアップ講座（    政策研究大学  ガバナンス  (47)  2005.3   (86～87) 
 １１） －自治体の特産品－     院大学知財プ        
      ロジェクト        
        
自治が問われる市町村合併      武田 嘉文  ガバナンス  (47)  2005.3   (92～95) 
 －合併破綻の後遺症で懸念増す広域行政－           
        
「新銀行東京」が与える地域金融へのインパクト     野澤 澄人  ガバナンス  (47)  2005.3  (100～102) 
        
地域で支える（２３） －潜在看護師を掘り起こし    長岡 美代  ガバナンス  (47)  2005.3  (119～121) 
 、在宅ケアをサポート－－訪問ボランティアナー          
 スの会・キャンナス           
        
地方議会の議員派遣裁量（中）     西鳥羽 和明  自治研究   81(3)  2005.3   (28～49) 
        
地方財源保障に関する一考察（２）     総務省衛星移  自治研究   81(3)  2005.3   (66～90) 
      動通信課        
        
ユニバーサルデザインからユニバーサル社会（ソサ    山本 誠  地域開発   (486)  2005.3   (48～52) 
 エティ）へ           
        
地域開発の課題を提起する－－議員は何を調査する    水田 洋  地域開発   (486)  2005.3   (53～56) 
 のか －政務調査費裁判について－           
        
公共サービスと市民資金（２）     佐野 修久   地方財務   (609)  2005.3  (105～115) 
          ほか        
        
地域再生の条件（６）     本間 義人  地方財務   (609)  2005.3  (168～183) 
 －持続可能な地域をつくる－           
        
行政職３２０万人で行う「行政再生」（１２）     淡路 富男  地方財務   (609)  2005.3  (254～264) 
 －首長と職員で行う行政経営改革－           
        
構想「自治行政学」（６）               佐々木 信夫  地方財務   (609)  2005.3  (265～276) 
 －自治体官僚制（１）－           
        
＜特集＞ 市町村合併の中間決算 －住民が表舞台    菅沼 栄一郎  都市問題   96(3)  2005.3   (39～95) 
 に／都道府県と市町村の新しい関係／市町村は自        ほか        
 律しているか、他－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
これからの地域経営－－課題とその処方箋（３）     佐藤 友美  日経研月報  (321)  2005.3   (68～73) 
 －問題解決のための処方箋（２）：指定管理者制          
 度－           
        
＜特集＞ 伝統文化・芸能を活かしたまちづくり     佐々木 高明  地域政策研究（地方  2005.3.1   (6～68) 
 －地域の時代と伝統文化／伝統的な民家を活かし        ほか  自治研究機構）     
 たまちづくり、他－            (30)     
        
＜特集＞ 民間シフト進む自治体資金－－４７都道    前島 雅彦  日経グローカル  2005.3.7  (22～27) 
 府県・１３政令市調査 －市場公募債、８割の自           (458)     
 治体が増加見込む他           
        
＜特集＞ “味力”競う生鮮ブランド 都道府県ラ    中村 奈都子  日経グローカル  2005.3.7  (28～31) 
 ンキング －総合トップは新潟、２位に北海道、           (458)     
 ３位は兵庫－           
        
地域ブランドを創る（最終回） －みやざき完熟マ    二村 宏志  日経グローカル  2005.3.7  (32～35) 
 ンゴー「太陽のタマゴ」：個別パワーブランドを           (458)     
 どうマネジメントす           
        
行政革新－－現場からの報告（９） －窓口サービ    市川 嘉一   日経グローカル  2005.3.7  (36～38) 
 ス（静岡県浜松市、千葉県市川市）：ワンストッ        ほか         (458)     
 プ・時間外窓口広が           
        
データでみる地域 －都道府県：一般廃棄物のリサ    若杉 敏也   日経グローカル  2005.3.7  (43～45) 
 イクル率にみる資源再生への取り組み－            (458)     
        
非対称ショックと地域間リスク・シェアリング：わ    中久木 雅之  金融研究   24(1)  2005.3.18 (157～188) 
 が国の都道府県別データによる検証         ほか        
        
＜特集＞ 都道府県の２００５年度予算案 －「三    予算調査取材  日経グローカル  2005.3.21  (8～39) 
 位一体」税収増でも補えず、４年連続マイナス予    班         (459)     
 算に－           
        
行政革新－－現場からの報告（１０・最終回） －    市川 嘉一   日経グローカル  2005.3.21  (40～43) 
 変わる図書館サービス（高山市、山中湖村、桑名        ほか         (459)     
 市、浦安市）：民間           
        
データでみる地域     大塚 弘規  日経グローカル  2005.3.21  (47～49) 
 －都道府県：国民健康保険の収納率－            (459)     
        
市町村合併の動向と合併新法のポイント     長谷川 彰一  日経グローカル  2005.3.21  (50～51) 
             (459)     
        
全国自治体の環境活動マップ－－どの街がどんなア    編集部  地球環境   36(5)  2005.4   (62～77) 
 クション           
        
        

 (2) 地方別状況        

        
地域づくりの軌跡－－保健、医療、福祉の連携によ    星芝 由美子  地域政策研究（地方  2004.12.1  (50～55) 
 る住民の健康づくりをまちづくりの礎に（香川県    自治研究機構）     
 豊浜町）            (29)     
        
住民との協働によるまちづくりの実践的取組に関す    髙坂 岳資  地域政策研究（地方  2004.12.1  (56～65) 
 る調査研究［沖縄県沖縄市］     自治研究機構）     
             (29)     
        
＜特集＞ 変革の時代における豊かさを求めて －    赤坂 憲雄   東北開発研究 (135)  2005.1.31  (2～33) 
 地域の時代は可能か／持続可能な地域経済の再生        ほか        
 －           
        
阪神・淡路大震災と地域社会     水上 潤  ＮＩＲＡ政策研究（  2005.2   (58～63) 
      月刊）    18(2)     
        
九州の景気：一時的な足踏み     動向分析チー  九州経済調査月報  2005.2    (3～13) 
      ム         59(2)     
        
２００４年度九州地域設備投資動向     千葉 幸治  九州経済調査月報  2005.2   (15～18) 
 －前年度比１４．６％増と好調を持続－            59(2)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
県内景気の動き（宮城県 平成１６年１２月） －    編集部  調査月報（七十七銀  2005.2    (1～9) 
 全体として景気は、持ち直しの動きが鈍化してき    行）     (566)     
 ている－           
        
県内企業動向調査結果（宮城県 平成１６年１２月    編集部  調査月報（七十七銀  2005.2   (10～18) 
 ）     行）     (566)     
        
東北地方・宮城県の地産地消の経済効果     編集部  調査月報（七十七銀  2005.2   (20～27) 
      行）     (566)     
        
景気ウォッチャー調査（２００５年１月）     編集部  リサーチ中国  2005.2   (25～49) 
            56(667)     
        
中国地方の主要経済指標     編集部  リサーチ中国  2005.2   (50～73) 
            56(667)     
        
北海道経済産業局管内経済概況（２月）＜北海道経    経済産業調査  経済産業公報  2005.2.24  (10～12) 
 済産業局＞     会        (15705)     
        
関東経済産業局管内の経済動向（平成１６年１２月    経済産業調査  経済産業公報  2005.2.28  (29～32) 
 を中心に）＜関東経済産業局＞     会        (15707)     
        
県内経済（秋田県 平成１７年１月）      編集部  あきた経済  (310)  2005.3   (27～33) 
 －持ち直しも見えるが、未だ減速の状況が続く－          
        
地方の選択－－再生へ、「道州制先行実施」で動き    北海道知事   ガバナンス  (47)  2005.3   (48～52) 
 出す北のフロンティア＜対談＞         ほか        
        
「挑戦」自治体 －行政経営品質向上活動で、町民    安藤 裕  ガバナンス  (47)  2005.3   (96～99) 
 本位の行政経営を推進－－栃木県芳賀町－           
        
＜特集＞ いよいよ開幕！「愛・地球博」 －博覧    経済産業省博  経済産業ジャーナル  2005.3    (6～23) 
 会のみどころ：イベント、レストラン、乗りもの    覧会推進室          38(3)     
 ／今、中部が熱い！         ほか        
        
＜特集＞ 愛・地球博 －自工会パビリオン『ワン    大石 雄馬   自動車工業  39(3)  2005.3    (2～21) 
 ダーホイール展・覧・車』の出展にあたって、他        ほか        
 －           
        
＜特集＞ 内から見る北海道－－先を見通した動き    松井 正憲   しゃりばり  (277)  2005.3    (8～29) 
 を －地方を取り囲む構造が変わった／脱「開拓        ほか        
 者精神」のすすめ他           
        
保証の現場から      竹中 史  信用保険月報 48(3)  2005.3   (24～27) 
 －北海道：「親切」・「迅速」・「丁寧」－           
        
＜特集＞ 「佐賀県ブランド」がゆく －『佐賀県    佐賀県知事   地域開発   (486)  2005.3    (1～47) 
 ブランド』を育てる／地域産業政策「佐賀県モデ        ほか        
 ル」、他－           
        
県内景気の動き（宮城県 平成１７年１月） －全    編集部  調査月報（七十七銀  2005.3    (1～9) 
 体として景気は、持ち直しの動きが鈍化しており    行）     (567)     
 、やや足踏み感がう           
        
＜特集＞ 地域だより・九州 －観光を支援する道    九州地方整備  道路     (769)  2005.3   (47～55) 
 路の新たな取組／国道５７号犬飼バイパス開通、    局道路部ほか        
 他－           
        
都道府県だより     編集部  都道府県展望 (558)  2005.3   (22～43) 
        
よみがえれ！海賊ロマン     高田 剣  日経研月報  (321)  2005.3   (60～62) 
 －潮流体験と夢の潮流美術館構想－           
        
焼酎カスの行方 －地域産業連携の要－     佐藤 淳  日経研月報  (321)  2005.3   (64～67) 
        
中部経済産業局管内の最近の経済動向（２月）＜中    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.1  (31～32) 
 部経済産業局＞     会        (15708)     
        
地域づくりの軌跡－－地域資源への信頼が進化を育    田村 和寿  地域政策研究（地方  2005.3.1  (69～76) 
 む農村再生の構図（福井県池田町） －池田町で    自治研究機構）     
 の志高き挑戦－            (30)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
地理情報システムの活用によるバリアフリータウン    都甲 晋平  地域政策研究（地方  2005.3.1  (77～80) 
 の実現に関する研究［大阪府豊中市］     自治研究機構）     
             (30)     
        
東北経済産業局管内の経済動向（２月）＜東北経済    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.2   (7～8) 
 産業局＞     会        (15709)     
        
近畿経済産業局管内経済動向（１２月指標を中心と    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.3  (26～28) 
 して）＜近畿経済産業局＞     会        (15710)     
        
四国経済産業局管内の経済動向（１２月分）＜四国    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.4  (33～34) 
 経済産業局＞     会        (15711)     
        
中国経済産業局管内経済動向（２月）＜中国経済産    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.7  (51～52) 
 業局＞     会        (15712)     
        
自治体トップインタビュー－－変革の旗手たち －    三浦 義和  日経グローカル  2005.3.7  (40～42) 
 牧野光朗・長野県飯田市長：経済基盤を強化して           (458)     
 環境文化政策を守る           
        
自治体トップインタビュー－－変革の旗手たち －    古山 幹雄  日経グローカル  2005.3.21  (44～46) 
 小倉博俊・岡山県新庄村長：合併しない村、産業           (459)     
 振興も独自策－           
        
＜特集＞ 地域経済－－楽天降臨２０１０年仙台は    高橋 篤史   東洋経済  (5947)  2005.3.26 (146～167) 
 ここまで変わる          ほか        
        
        

 (3) 産業立地        

        
＜特集＞ 離陸目指す“日本版シリコンバレー”     菅野 由一   日経グローカル  2005.3.7   (8～21) 
 －－産業クラスター計画、５年目の春 －中小５        ほか         (458)     
 ８００社、２２０大           
        
        

 (4) 海外事情        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅲ 経 済 篇        

        

 １. 日本経済        

        

 (1) 日本経済一般        

        
＜特集＞ ＳＮＡの新展開とサテライト勘定 －国    倉林 義正   ＥＣＯ－ＦＯＲＵＭ  2005.1.31  (1～64) 
 際機関のスタティスティシャンズ／９３ＳＮＡの        ほか         23(2)     
 全体的な特徴、他－           
        
世界経済とわが国の針路     黒田 東彦  九州経済調査月報  2005.2   (19～27) 
             59(2)     
        
２００５年の消費の主役を占う     編集部  経済の進路  (516)  2005.2   (12～14) 
        
地方経済天気図（２００５／２月） －輸出、設備    編集部  地銀協月報  (536)  2005.2   (42～48) 
 投資が堅調を持続し、減速感を伴いつつも景気回          
 復に向けた動きに底           
        
２００５年経済の行方と中期展望     山田 久  電線時報   58(2)  2005.2.15   (2～6) 
        
最近の経済動向 －景気の踊り場にある日本経済－    経済調査班  調査（日本政策投資  2005.2.25  (2～47) 
      銀行）    (77)     
        
統計・白書を読む：日銀統計等からのゼロ金利、量    統計・白書分  金融ジャーナル  2005.3   (56～59) 
 的超緩和データ －ゼロ金利で短期金融市場の機    析研究会         46(3)     
 能がマヒ この５年           
        
ソーシャル・キャピタルからみた日本経済（上）     稲葉 陽二  日経研月報  (321)  2005.3   (12～19) 
 －ダウンサイジングにみる企業内ネットワークの          
 重要性－           
        
景気循環を語る（４） －景気循環と設備投資－－    外木 暁幸  日経研月報  (321)  2005.3   (40～46) 
 設備投資の制約要因は解消されたか－           
        
景気ウォッチャー調査     編集部  日経研月報  (321)  2005.3   (74～89) 
 －平成１７年１月調査の概要－           
        
経済・産業メモ     編集部  日経研月報  (321)  2005.3   (90～109) 
        
２００５年度経済見通し      伊藤 雄介  調査レポート（三井  2005.3 春季 (1～11) 
 －成長鈍化が続く日本経済－     トラスト・ホールデ     
      ィングス）  (49)     
        
米国の咳で風邪をひいた日本              塚崎 公義  国際金融  (1141)  2005.3.1  (18～24) 
 －米国の復調で、日本も再び順調な拡大経路に－          
        
＜特集＞ 平成１７年度予算・税制 －問われるデ    企画調整室（  立法と調査  (246)  2005.3.1  (27～31) 
 フレ脱却への明確な道筋－－財政再建も視野に入    調査情報室）        
 れ、舵取りに困難さ           
        
２月の月例経済報告＜内閣府＞ －景気は、一部に    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.3   (1～6) 
 弱い動きが続いており、回復が緩やかになってき    会        (15710)     
 ている。－           
        
地域経済動向（２月）＜内閣府＞     経済産業調査  経済産業公報  2005.3.10   (1～9) 
 －４地域で下方修正－     会        (15715)     
        
１月の景気動向指数＜内閣府経済社会総合研究所＞    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.15  (21～22) 
 －一致指数８８．９％－     会        (15718)     
        
１月の家計調査報告＜総務省＞ －全世帯の実質消    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.18   (1～2) 
 費支出 前年同月比０．５％増－     会        (15721)     
        
日本経済改造論（７） －デフレ不況説のまやかし    野口 悠紀雄  東洋経済  (5946)  2005.3.19  (76～80) 
 －－物価下落は構造変化によるもの「金融緩和で          
 デフレ脱却」は誤り           
        
日本経済改造論（８） －「金メッキ」時代に広が    野口 悠紀雄  東洋経済  (5947)  2005.3.26 (100～104) 
 った日本企業の病巣－－低下の一途を辿った利益          
 率株主不在経営が是           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ 景気殺しの真犯人 －景気は２００７年    堺屋 太一   ＶＯＩＣＥ  (328)  2005.4   (48～75) 
 待ち／誰が景気回復を殺したか／金融庁の銀行バ        ほか        
 ーゲンセール、他－           
        
        

 (2) 経済政策        

        
インフレ目標の設計と帰属家賃     内閣府経済社  ＥＳＰ    (395)  2005.3   (62～70) 
      会総合研究所        
          ほか        
        
        

 (3) 財  政        

        
新年度予算案、緊縮型だがなお遠い再建への道のり    編集部  経済の進路  (516)  2005.2    (3～5) 
        
平成１７年度地方財政計画／地方債計画     総務省公営企  公営企業  36(11)  2005.2   (45～76) 
 －公営企業を中心として－     業課        
        
平成１７・１８年度における「三位一体の改革」へ    厚生労働省社  厚生労働   60(2)  2005.2   (44～47) 
 の対応（厚生労働省分）     会保障担当参        
      事官室        
        
財政危機の時代に求められる予算編成手法の改革（    小西 砂千夫  自治フォーラム  2005.2   (43～53) 
 １０） －総合計画にも行政評価にもよらない財           (545)     
 政主導の予算編成：           
        
ソブリンレポート：財政構造改革の正念場を迎えた    入村 隆秀  ＪＣＲ格付け (169)  2005.3   (27～34) 
 香港 －注目される一般消費税（ＧＳＴ）導入に          
 向けた取組み－           
        
『日本の財政改革－国の「かたち」をどう変えるか    鶴 光太郎  経済産業ジャーナル  2005.3   (62～65) 
 』の読み方            38(3)     
        
平成１７年度の地方財政対策等の概要     総務省財政課  地方財務   (609)  2005.3    (2～36) 
      財政計画係        
        
速報！平成１７年度地方財政計画            久保 善敬  地方財務   (609)  2005.3   (81～90) 
 －総額４年連続減、一般財源は前年度確保－           
        
２００５年度一般会計予算と日本経済     名取 就一郎  みずほリサーチ  2005.3    (3～6) 
 －歳出減らず、負担は高まる－            (36)     
        
＜特集＞ 平成１７年度予算・税制 －財政再建へ    予算委員会調  立法と調査  (246)  2005.3.1   (3～10) 
 転換期を迎えた平成１７年度予算－－求められる    査室        
 財政健全化への道筋           
        
＜特集＞ 平成１７年度予算・税制 －景気と財政    財政金融委員  立法と調査  (246)  2005.3.1  (11～18) 
 の狭間で揺れた１７年度税制改正－－本格的増税    会調査室        
 時代の幕開けか－           
        
＜特集＞ 平成１７年度予算・税制 －「三位一体    総務委員会調  立法と調査  (246)  2005.3.1  (19～26) 
 の改革」の全体像と今後の課題－－平成１７年度    査室        
 地方財政－           
        
共同研究 －公的債務管理政策／人口減少社会／東    小野 亮治   立法と調査  2005.3.15 別冊  
 アジア共同体／東アジアと地域活性化－         ほか            (1～56) 
        
小泉「改革」とは何か                 位川 一郎   エコノミスト  2005.3.22  (76～82) 
 －郵政民営化法案／民営化目前の道路公団－         ほか        83(17)     
        
郵政民営化は必ず失敗する －「民営化」から次々    小沢 鋭仁  ＶＯＩＣＥ  (328)  2005.4  (128～135) 
 と撤退した欧米先進国の例に学べ－           
        
        

 (4) 設備投資動向        

        
２００４・２００５年度設備投資計画 －情報電子    塙 賢治  化学経済   52(3)  2005.3  (111～119) 
 材料を中心に勢いを持続－－最先端材料の大型能          
 力増強投資、次世代           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
設備投資の先行きをどうみるか     編集部  マンスリー・レビュ  2005.3    (2～3) 
      ー     
        
        

 (5) 貿易・国際収支        

        
日米通関事情の対比（５）               平野 拓也  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2005.2   (19～29) 
 －突破口は「保税」の抜本的見直し－      Ａｇｅ   (451)     
        
変貌する“外需依存”の実態     編集部  経済の進路  (516)  2005.2    (1～2) 
        
外為案件における管理者の与信判断の基礎（９３）    渡辺 顕一郎  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.3   (67～73) 
      ｃｅ     35(3)     
        
中嶋誠経済産業省貿易経済協力局長との懇談     編集部  日本貿易会月報  2005.3    (5～10) 
 －貿易・投資・経済協力政策について－            (623)     
        
タイ・インドＦＴＡのアーリーハーベスト措置     吉田 崇  貿易と関税  53(3)  2005.3   (42～53) 
        
山場を迎えたＦＴＡ交渉      菅原 淳一  みずほリサーチ  2005.3    (7～9) 
 －ますます加速する東アジア諸国の取り組み－            (36)     
        
連動する輸出と輸入     長谷川 正  調査レポート（三井  2005.3 春季 (18～26) 
      トラスト・ホールデ     
      ィングス）  (49)     
        
世界経済の動向と国際協力銀行の役割     篠沢 恭助  国際金融  (1141)  2005.3.1   (4～9) 
        
貿易実務理論講義（７４）               新堀 聰  国際金融  (1142)  2005.3.15  (44～49) 
 －グローバル商取引法（２２）－           
        
        

 (6) 対外経済関係        

        
「開発援助と地域公共財に関する東京フォーラム」    古賀 隆太郎  開発金融研究所報  2005.2  (160～165) 
 の概要報告         ほか         (22)     
        
＜特集＞ ＯＤＡと国際協力を考える －総合的な    坂元 浩一   世界週報   86(9)  2005.3.8  (22～31) 
 国際協力政策を／中国の対外援助の歴史的考察－        ほか        
        
Ｓｏｕｔｈ－Ｅａｓｔ Ａｓｉａｎ ｏｉｌ ： Ａ ｌｉｎｅ  Ｅｄｉｔｏｒｓ  ＴＨＥ   2005.3.12  (30～30) 
 ｉｎ ｔｈｅ ｗａｔｅｒ     ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ     
           374(8417)     
        
        
        
        
        
        

 ２. 通貨・金融        

        

 (1) 通貨・金融一般        

        
「金融改革プログラム」の概要について     金融庁総務企  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.3    (6～14) 
      画局政策課企  ｃｅ     35(3)     
      画係        
        
ペイオフ全面解禁を控えて     田上 智  電気通信  68(699)  2005.3   (33～42) 
        
＜特集＞ 金融改革プログラム －「選択と集中」    由里 宗之   リージョナルバンキ  2005.3    (4～33) 
 により「わが行ならではのユニークなリレバン」        ほか  ング     55(3)     
 を目指そう、他－           
        
金融自由化の陰で深刻化する被害     岡田 幹治  世界週報  86(11)  2005.3.22  (28～31) 
 －日本版金融サービス法の制定を！－           
        
ペイオフ解禁は無責任だ     リチャード・  ＶＯＩＣＥ  (328)  2005.4   (27～29) 
      クー        
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ 金融庁への大疑問 －「裏方宣言」の信    水落 隆博   金融ビジネス (241)  2005.4    (8～25) 
 認向上が民間活力を促すカギを握る／金融行政へ        ほか        
 私の注文、他－           
        
平衡感覚をもって量的緩和から正常化へ踏み出せ     中北 徹ほか  金融ビジネス (241)  2005.4   (92～95) 
 －考慮すべき異例な金融政策の副作用－           
        
        

 (2) 証券市場        

        
根強い商品市況の上昇基調     編集部  経済の進路  (516)  2005.2   (15～17) 
        
＜特集＞ 個人投資家 －来るべき個人投資家の時    壁谷 洋和   証券アナリストジャ  2005.2    (2～89) 
 代に備えて／インターネットと個人投資家［２０        ほか  ーナル    43(2)     
 ０４］、他－           
        
株式市場の暦効果 －再考－     徳永 俊史  調査情報（三菱信託  2005.2   (19～27) 
      銀行）    (285)     
        
地方債流通の新たな展開に向けて（３・終）     宮沢 尚史  地方財務   (609)  2005.3   (91～104) 
        
２００４年、収益基盤強化策の成果表れ格上げ優勢    格付本部  レーティング情報  2005.3    (2～17) 
 に －“負け組”復活も目立つが、今後は新たな           8(3)     
 ビジネスモデル構築           
        
Ｒ＆Ｉストラクチャードファイナンス格付け実績     北原 一功   レーティング情報  2005.3   (18～30) 
 －２００４年はＣＤＯの落ち込み補い３兆６６０        ほか         8(3)     
 ０億円達成－－新Ｂ           
        
モニタリング・データからリスク特性を分析 －オ    石渡 明  レーティング情報  2005.3   (50～57) 
 ートローン証券化１年経過デフォルト率は約２％           8(3)     
 －           
        
格付け会社に行動規範 自主規制と競争通じ、格付    笠置 正民  レーティング情報  2005.4   (49～55) 
 けの質向上めざす －証券監督者国際機構（ＩＯ           8(4)     
 ＳＣＯ）報告書をめ           
        
        

 (3) 国際通貨金融        

        
ユーロの国際的側面（下）               斎藤 智美  世界経済評論 49(3)  2005.3   (61～67) 
 －地域的国際通貨としての最新展開－           
        
プラザ合意の今日的意義－－七つの教訓 －「黒字    久保田 勇夫  金融財政事情  2005.3.14  (24～29) 
 国」と「赤字国」の負担の調整、カギはアメリカ          56(10)     
 の意志－           
        
世界銀行と地球環境問題     吉村 幸雄  国際金融  (1142)  2005.3.15  (4～10) 
        
ドル、人民元、ユーロ、円－－通貨の競争力 －懸    小笠原 悟   エコノミスト  2005.3.29  (92～97) 
 念高まる「双子の赤字」ドル安基調は長期化する        ほか        83(18)     
 、他－           
        
        

 (4) 海外事情        

        
中国元問題の検証 －歪んだ資金流出入構造と脆弱    谷内 満  開発金融研究所報  2005.2  (135～153) 
 な金融システムの課題－            (22)     
        
転換点を迎えた中国の金融改革     編集部  マンスリー・レビュ  2005.3   (12～13) 
      ー     
        
アジア債券市場イニシアティブと格付けの普遍性に    今井 一雄  国際金融  (1142)  2005.3.15  (12～18) 
 ついて           
        
Ｉｎｓｉｄｅ ｔｈｅ ＭＰＣ  Ｌａｍｂｅｒｔ，   ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.2   (56～65) 
   Ｒｉｃｈａｒｄ  ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(1)     
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
Ｔｈｅ ｒｏｌｅ ｏｆ ｃｅｎｔｒａｌ ｂａｎｋｓ ｉｎ  Ｈａｌｄａｎｅ，   ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.2   (66～71) 
 ｐａｙｍｅｎｔ ｓｙｓｔｅｍｓ ｏｖｅｒｓｉｇｈｔ  Ａｎｄｒｅｗ Ｇ．他 ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(1)     
        
        
        
        
        
        

 ３. 海外経済        

        

 (1) 世界経済一般        

        
物価ウオッチング     平野 修一   ジェトロセンサー  2005.3   (36～39) 
 －メルボルン／シドニー／オークランド－         ほか        55(652)     
        
＜特集＞ ２００５年の世界経済を展望する（Ⅲ）    本山 美彦   世界経済評論 49(3)  2005.3    (8～40) 
 －ゲーティッド・コミュニティ／ＯＤＡ外交戦略        ほか        
 、他－           
        
ＷＴＯ体制下のアンチダンピング制度（２５）     経済産業省通  貿易と関税  53(3)  2005.3   (15～25) 
 －南アフリカのアンチダンピング法制（下）－     商機構部        
        
注目される世界の資金の流れ      中島 厚志  みずほリサーチ  2005.3    (1～2) 
 －積極化が求められる企業、投資家の投資行動－           (36)     
        
対内直接投資の決定因を探る              河越 正明   国際金融  (1142)  2005.3.15  (20～26) 
 －クロス・カントリー・データによる実証分析－        ほか        
        
＜特集＞ ＷＴＯ新ラウンド 最終合意までの道     浦田 秀次郎  ジェトロセンサー  2005.4    (8～24) 
 －ＷＴＯ新ラウンドの見通しと課題／加盟後３年        ほか        55(653)     
 を迎えた中国、他－           
        
物価ウオッチング     成田 裕介   ジェトロセンサー  2005.4   (38～41) 
 －アトランタ／シカゴ／トロント－         ほか        55(653)     
        
世界：外需が日欧の成長格差の一因     谷村 真  ジェトロセンサー  2005.4   (56～57) 
            55(653)     
        
Ｏｕｔ ｓｏｕｒｃｉｎｇ ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ：      Ｅｎｇａｒｄｉｏ，  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.21  (50～57) 
 Ｆｉｒｓｔ ｃａｍｅ ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ．     Ｐｅｔｅ    ほか ＷＥＥＫ     
 Ｎｏｗ Ｒ＆Ｄ ｉｓ ｂｅｉｎｇ ｆａｒｍｅｄ …           (3909)     
        
        

 (2) アジア地域        

        
世界経済の一極としてのダイナミックな北東アジア    李 鋼哲  ＮＩＲＡ政策研究（  2005.2   (49～56) 
 地域 －「協力」から「統合」へのパラダイム転    月刊）    18(2)     
 換（２）－           
        
北東アジア地域協力におけるモンゴルの役割       駐日モンゴル  ＮＩＲＡ政策研究（  2005.2   (71～84) 
 －ＮＩＲＡモンゴル・コロキアムにおける議論－    国大使 ほか  月刊）    18(2)     
        
貿易統計に見る中国の自動車部品貿易構造     小林 哲也  機械経済研究 (36)  2005.2   (11～46) 
        
データで見る中国経済と日中経済関係     田辺 智子   レファレンス 55(2)  2005.2   (61～74) 
          ほか        
        
中国海運・造船業の現状および発展     丁 一兵  海運     (930)  2005.3   (32～37) 
        
東アジアのＦＴＡで求められる原産地規則の調和     若松 勇  ジェトロセンサー  2005.3   (25～32) 
            55(652)     
        
人民元の過小評価をめぐる議論の再考     白井 早由里  世界経済評論 49(3)  2005.3   (41～54) 
        
インド洋大地震の経済的影響     原田 文代  日経研月報  (321)  2005.3   (47～53) 
        
中国の衝撃と世界システムの変容－－日本、アジア    木村 福成  日本経済研究センタ  2005.3    (4～10) 
 、世界はどうなる －グローバリズムと地域経済    ー会報    (929)     
 統合の軋轢－           
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米国企業の対中戦略     内堀 敬則  みずほリサーチ  2005.3   (10～12) 
 －統計と事例でみる米国企業の市場浸透状況－            (36)     
        
中国の合成樹脂２００４年輸入状況           編集部  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2005.3.1  (16～17) 
 －５大樹脂で３％増－－韓・台が最高記録－     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ     
             17(4)     
        
アジアの経済学 －奇跡と危機の教訓を生かす（一    賈 保華  国際金融  (1141)  2005.3.1  (25～29) 
 中国人学者の反省）－           
        
ベトナム経済と国有企業問題     堀江 正人  国際金融  (1141)  2005.3.1  (32～37) 
        
中国新政権の経済政策を読む（１） －「胡錦涛－    財務省大臣官  金融財政事情 56(9)  2005.3.7  (38～42) 
 温家宝」路線下、政策決定メカニズムも微妙に変    房文書課政策        
 化－     評価室        
        
米国 国家情報会議２０２０年報告－－ＣＩＡ予測    高畑 昭男  エコノミスト  2005.3.8  (77～80) 
 「アジアの世紀」の大変動           83(14)     
        
中国新政権の経済政策を読む（２）           財務省大臣官  金融財政事情  2005.3.14  (34～37) 
 －党サイドの特異な動きは早晩、具体的政策に－    房文書課政策        56(10)     
      評価室        
        
中国ビジネス－－市場をつかむ日本企業の正念場     内閣府経済社  エコノミスト  2005.3.14 臨増  
 －人民元ショックの深刻度／「中国市場１兆円」    会総合研究所        83(15)        (7～129) 
 松下電器の野望、他         ほか        
        
大変貌するスービック基地（フィリピン）     松田 健  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2005.3.15  (18～21) 
      ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ     
             17(5)     
        
タイで自動車部品メーカーなどが相次ぎ高級ゴルフ    松田 健  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2005.3.15  (22～24) 
 場完成     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ     
             17(5)     
        
構造改革を推進する質の高いＦＴＡ（自由貿易協定    守 誠  エコノミスト  2005.3.15  (39～40) 
 ）合意を目指せ           83(16)     
        
＜特集＞ 大津波被害と東南アジア復興 －与党の    岡本 登ほか  世界週報  86(10)  2005.3.15  (6～17) 
 総選挙圧勝は津波が追い風に－－タイ／他－           
        
中国新政権の経済政策を読む（３） －盲目的量的    財務省大臣官  金融財政事情  2005.3.21  (38～42) 
 発展ではなく格差・ひずみ是正へも積極対応へ－    房文書課政策        56(11)     
      評価室        
        
急成長のインドを「食う」韓国企業の戦略     藤森 浩樹  エコノミスト  2005.3.22  (42～44) 
            83(17)     
        
＜特集＞ 中国ビジネスのフロンティア －台湾Ｉ    関 満博ほか  一橋ビジネスレビュ  2005.3.24  (4～85) 
 Ｔ企業の果敢な中国大陸進出に日本は何を見るべ    ー      52(4)     
 きか、他－           
        
ブランディング・イン・チャイナ（５） －ブラン    山下 裕子  一橋ビジネスレビュ  2005.3.24 (100～119) 
 ドとコミュニケーション・インフラの相克する原    ー      52(4)     
 野－           
        
＜特集＞ 東アジア共同体は実現するか －共同体    寺田 貴ほか  世界週報  86(12)  2005.3.29  (14～29) 
 構築に向け東アジアサミット開催へ、他－           
        
東アジア：対日投資拡大に期待     川田 敦相  ジェトロセンサー  2005.4   (66～67) 
            55(653)     
        
韓国：積極的にＦＴＡ（自由貿易協定）を推進     三浦 有紀子  ジェトロセンサー  2005.4   (68～69) 
            55(653)     
        
東アジアにおける経済統合と日系企業の戦略     岩垂 好彦  知的資産創造 13(4)  2005.4   (32～41) 
        
Ｔｉｍｅ ｆｏｒ ｔｕｎｇ ｔｏ ｇｏ？ ：         Ａｂｄｏｏｌｃａｒ－ ＴＩＭＥ  2005.3.14  (24～27) 
 Ｈｏｎｇ Ｋｏｎｇ’ｓ ｃｈｉｅｆ ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ  ｉｍ，Ｚｏｈｅｒほか       165(10)     
 ｓｅｅｍｓ ｌｉｋｅｌｙ ｔｏ ｌｅａｖｅ …           
        
Ｍａｄｅ ｉｎ Ｋｏｒｅａ ： Ａｘｌｅｓ，ｗｉｐｅｒｓ，  Ｉｈｌｗａｎ，    ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.21  (22～23) 
 ａｎｄ ｂｒａｋｅｓ－－Ｔｈｅ ｃｏｕｎｔｒｙ ｈａｓ  Ｍｏｏｎ  ＷＥＥＫ     
 ｂｅｃｏｍｅ ａ ｍａｇｎｅｔ ｆｏｒ …           (3909)     
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Ｇｏｌｆ，ｓｕｓｈｉ－ａｎｄ ｃｈｅａｐ           Ｂａｌｆｏｕｒ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.28  (18～19) 
 ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ ： Ｔｈｅ Ｃｈｉｎｅｓｅ ｐｏｒｔ  Ｆｒｅｄｅｒｉｋほか ＷＥＥＫ     
 ｃｉｔｙ ｏｆ Ｄａｌｉａｎ ｉｓ …           (3910)     
        
        

 (3) 中近東地域        

        
ＧＣＣ（湾岸協力会議）地域：活況呈する湾岸市場    兒玉 高太朗  ジェトロセンサー  2005.3   (58～59) 
            55(652)     
        
        

 (4) 西欧地域        

        
ロンドン報告：不振が目立つユーロ圏経済と安定成    佐久間 浩司  調査月報（東京三菱  2005.2   (10～14) 
 長協定の行方     銀行）    (107)     
        
イノベーションと競争力…貿易・産業を担当する省    ロビン・ヤン  経済産業ジャーナル  2005.3   (58～61) 
 に期待される役割とは     グ         38(3)     
        
欧州諸国における地方財源保障のあり方（３）     総務省  地方財務   (609)  2005.3  (116～128) 
 －フランス－           
        
変容する欧州連合（５） －バローゾ欧州委、独仏    藤原 豊司  貿易と関税  53(3)  2005.3   (34～41) 
 の影響力排除へ（改定）－           
        
ＥＵ法の最前線（５９）     須網 隆夫  貿易と関税  53(3)  2005.3   (75～69) 
 －過剰財政赤字手続きの意義－           
        
英国経済と構造改革     小林 公司  国際金融  (1141)  2005.3.1  (40～45) 
        
        

 (5) 東欧地域        

        
＜特集＞ 台頭するＢＲＩＣｓ経済の実態 －等身    柯 隆 ほか  世界週報   86(9)  2005.3.8   (6～21) 
 大の中国経済 その実像と虚像／油価高騰で経済          
 成長を実現、他－           
        
ＥＵ加盟を目指すバルカン諸国の悲願     松元 洋  世界週報   86(9)  2005.3.8  (60～62) 
        
海外経済ウオッチ（中欧）     佐藤 経明  世界週報  86(11)  2005.3.22  (56～57) 
 －徒党支配のウクライナ経済－           
        
国際格付け：ウクライナ     朱 江  レーティング情報  2005.4   (43～48) 
 －経済の潜在力発揮へ新政権の手腕を注視－            8(4)     
        
        

 (6) 北米地域        

        
米ナノテクベンチャー、再び投資の的に －年内に    影木 准子  日経ナノビジネス  2005.3.14  (17～19) 
 も初の“生え抜き”が株式公開 大企業はＭ＆Ａ            (9)     
 模索、ＶＣにも利益           
        
第２期ブッシュ政権の財政政策     安井 明彦  国際金融  (1142)  2005.3.15  (28～34) 
 －２００９年度赤字半減は重要か－           
        
海外経済ウオッチ（Ｕ．Ｓ．）             新形 敦  世界週報  86(10)  2005.3.15  (50～51) 
 －再び活発化する政府支援企業改革の議論－           
        
ＦＲＢの失敗か－－利上げしても長期金利低下の「    榊原 可人  エコノミスト  2005.3.22  (48～49) 
 謎」を解く           83(17)     
        
年金改革実現へのゲームプラン      安井 明彦  世界週報  86(11)  2005.3.22  (10～13) 
 －試されるブッシュ大統領の力量－           
        
海外経済ウオッチ（Ｕ．Ｓ．）     眞銅 竜日郎  世界週報  86(12)  2005.3.29  (52～53) 
 －堅調な米国経済を謳う大統領経済報告－           
        
米国：貿易促進権限成立後の２年半を振り返る     中島 丈雄  ジェトロセンサー  2005.4   (58～59) 
            55(653)     
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Ｉｓ ｔｈａｔ ａ ｗｈｉｆｆ ｏｆ ｉｎｆｌａｔｉｏｎ？  Ｃｏｏｐｅｒ，    ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.7  (40～43) 
 ： Ｔｈｅ ｆｏｒｃｅｓ ｔｈａｔ ｈａｖｅ ｈｅｌｄ   Ｊａｍｅｓ Ｃ．ほか ＷＥＥＫ     
 ｉｔ ｂａｃｋ ａｒｅ ｓｔａｒｔｉｎｇ ｔｏ …           (3907)     
        
        

 (7) 中南米地域        

        
海外経済ウオッチ（中南米）              西島 章次  世界週報   86(9)  2005.3.8  (54～55) 
 －アテンアメリカでプレゼンス高める中国－           
        
Ｋｉｌｌｉｎｇ ｔｈｅ ｇｏｌｄｅｎ ｇｏｏｓｅ？ ：   Ｓｍｉｔｈ，Ｇｅｒｉ ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.14  (34～35) 
 Ｃｈａｖｅｚ ｉｓ ｈａｒｍｉｎｇ ｔｈｅ ｏｉｌ      ＷＥＥＫ     
 ｉｎｄｕｓｔｒｙ ｔｏ ｆｅｅｄ ｈｉｓ …           (3908)     
        
        

 (8) アフリカ地域        

        

 (9) オセアニア地域        

        
        
        
        
        
        

 ４. 経済理論        

        

 (1) 経済理論        

        
Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ ｏｆ ｓｈｏｒｔ－ｔｅｒｍ       Ｂａｒｎｅｓ，    ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.2   (30～38) 
 ｍｏｖｅｍｅｎｔｓ ｉｎ ｂｕｓｉｎｅｓｓ         Ｓｅｂａｓｔｉａｎ他 ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
 ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ            45(1)     
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Ⅳ 企業・経営篇        

        

 １. 企業一般        

        

 (1) 企業動向一般        

        
＜特集＞ ２１世紀の企業像－－社会的存在として    岩井 克人   ２１世紀フォーラム  2005.1.31  (6～39) 
 －ポスト産業資本主義社会において会社とは、他        ほか         (96)     
 －           
        
郵政改革の現状と課題（最終回）     編集部  経済の進路  (516)  2005.2    (6～9) 
 －改革実現へ向けた課題－           
        
平成１６年労働組合基礎調査結果の概況     厚生労働省統  厚生労働   60(2)  2005.2   (59～60) 
      計情報部賃金        
      統計課        
        
企業買収防衛策のあり方     大杉 謙一  商事法務  (1723)  2005.2.25  (32～37) 
 －ライツ・プランの長所と短所－           
        
＜官邸コンファレンス＞「郵政民営化：官から民へ    内閣府経済社  ＥＳＰ    (395)  2005.3   (51～55) 
 の大改革」の概要     会総合研究所        
        
改めて問われる会社の存在意義     稲本 滋  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.3   (24～30) 
      ｃｅ     35(3)     
        
郵政民営化とは何か－－問われる公共性の論理（１    世川 行介  ガバナンス  (47)  2005.3   (88～91) 
 ０） －小泉流郵政民営化の誤謬－           
        
平成１５年度 地方公営企業決算の概況     総務省公営企  地方財務   (609)  2005.3   (37～79) 
      業課        
        
＜特集＞ 破綻する地方第３セクター －列島を脅    小川 明雄   都市問題   96(3)  2005.3    (3～27) 
 かす第３セクター危機の構造／臨海副都心の負の        ほか        
 遺産、他－           
        
＜特集＞ 敵対的企業買収－－ニッポン放送株争奪    和仁 亮裕   金融法務事情 53(7)  2005.3.15  (9～27) 
 劇が提起した問題 －問題の本質を探る、他－         ほか        
        
平成１６年１０～１２月期法人企業統計調査＜財務    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.17   (1～4) 
 省＞ －経常利益 対前年同期比１７．６％増－    会        (15720)     
        
＜特集＞ ライブドアｖｓテレビ攻防の含意 －市    小島 明ほか  金融財政事情  2005.3.21  (20～33) 
 場化の潮流が日本型資本主義に発想転換迫る、他          56(11)     
 －           
        
「回るもの」「動くもの」で世界企業になるために    永守 重信   一橋ビジネスレビュ  2005.3.24 (178～190) 
 Ｍ＆Ａを進めます         ほか  ー      52(4)     
        
＜特集＞ 積み上がった８２兆円 何に使う企業の    熊野 英生   エコノミスト  2005.3.29  (20～37) 
 資金余剰 －キャッシュ余剰企業ランキング／使        ほか        83(18)     
 い道を分析、他－           
        
外資の買収攻勢に対抗し、ＭＢＯと再上場を実現     川端 久雄  ＭＡＲＲ（マール）  2005.4    (4～7) 
 －－トーカロ 中平晃社長インタビュー            (126)     
        
表明保証条項の争点と保険の活用－－Ｍ＆Ａの機動    大橋 宏一郎  ＭＡＲＲ（マール）  2005.4    (9～12) 
 的な実現へ            (126)     
        
マーケットを読む（平成１７年２月 Ｍ＆Ａ）     編集部  ＭＡＲＲ（マール）  2005.4   (13～14) 
 －本格的Ｍ＆Ａ時代に突入へ－            (126)     
        
個人情報保護法の全面施行とＭ＆Ａ実務への影響     柴野 相雄   ＭＡＲＲ（マール）  2005.4   (17～20) 
          ほか         (126)     
        
Ｍ＆Ａでみる日本の産業新地図（１２） －調剤薬    谷口 友保  ＭＡＲＲ（マール）  2005.4   (21～23) 
 局業界：再編・淘汰の時代へ加速するＭ＆Ａ戦略           (126)     
 －           
        
Ｍ＆Ａ市場で存在感を増すファンド     小出 典史  ＭＡＲＲ（マール）  2005.4   (24～26) 
             (126)     
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Ｍ＆Ａ会計士がゆく（２４）      澤村 八大  ＭＡＲＲ（マール）  2005.4   (27～30) 
 －統合企業の別れ方－            (126)     
        
＜特集＞ 流通外資誤算－－日本市場攻略に手間取    石橋 忠子   激流     30(4)  2005.4   (13～27) 
 る理由 －ウォルマート／カルフール／テスコ／        ほか        
 メトロ－           
        
２００４年上場企業の資金調達動向 －調達総額は    佐々木 浩生  東洋経済統計月報  2005.4   (12～17) 
 ２．６兆円－－引き続き旺盛な需要、資金はリス           65(4)     
 トラから設備投資へ           
        
上場企業の２００４年度 研究開発費動向 －製造    編集部  東洋経済統計月報  2005.4   (18～23) 
 業を中心に大幅増額－－０４年度は約７％と高い           65(4)     
 伸び率、精密機器、           
        
        

 (2) 海外投資        

        
＜特集＞ 対内外民間投資     財政総合政策  財政金融統計月報  2004.12   (1～125) 
      研究所         (632)     
        
２００４年度海外直接投資アンケート調査結果（第    丸上 貴司   開発金融研究所報  2005.2   (6～106) 
 １６回） －わが国製造業企業の海外事業展開に        ほか         (22)     
 関する調査報告－           
        
在ＡＳＥＡＮ日系電機メーカーの活動状況     近藤 信一  機械経済研究 (36)  2005.2   (47～61) 
 －海外ヒアリング調査から－           
        
海外ビジネスの経営と法から学ぶ（７２）     鈴木 康二  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2005.3   (76～81) 
 －インド企業における人事管理－     ｃｅ     35(3)     
        
日系海外現地法人の経済活動規模、および販売・調    松浦 寿幸  経済統計研究 32(4)  2005.3    (1～15) 
 達動向の推計 －「海外事業活動基本調査」によ          
 る母集団推計の試み           
        
中国携帯電話市場で苦戦 松下、ＮＥＣの起死回生    大河原 克行  エコノミスト  2005.3.8  (41～43) 
            83(14)     
        
第１４回アジア主要都市・地域の投資関連コスト比    井田 浩司  ジェトロセンサー  2005.4   (44～54) 
 較（２００４年１１月調査）           55(653)     
        
        

 (3) 海外事情        

        
分権化時代における地域経営体のあり方《英国ＲＤ    神尾 文彦  公営企業  36(11)  2005.2   (13～24) 
 Ａ（地方開発公社的組織）の事例から》           
        
オランダの地方自治体金融公庫と地方債事情     田部 美博  公営企業  36(11)  2005.2   (39～44) 
        
        
        
        
        
        

 ２. 中小企業        

        

 (1) 中小企業一般        

        
中小企業の金融問題（２）      村本 孜  商工金融   55(2)  2005.2    (4～19) 
 －市場型間接金融を活用する中小企業金融－           
        
小規模な専門サービス業の開業分類と業績の特徴     笠井 恵美  調査季報（国民生活  2005.2.25  (1～20) 
      金融公庫総合研究所     
      ）      (72)     
        
中小企業の産学連携と研究開発ネットワーク －変    元橋 一之  調査季報（国民生活  2005.2.25  (21～41) 
 革期にある日本のイノベーションシステムにおけ    金融公庫総合研究所     
 る位置づけ－     ）      (72)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
全国小企業動向調査（２００４年度第３四半期）     編集部  調査季報（国民生活  2005.2.25  (42～58) 
 －改善傾向にかげりがみられる小企業の景況－     金融公庫総合研究所     
      ）      (72)     
        
小企業の借入金状況調査      編集部  調査季報（国民生活  2005.2.25  (59～78) 
 －３年連続で５割を超えた借入金「減少」企業－    金融公庫総合研究所     
      ）      (72)     
        
中小企業金融は今：多様化する中小企業金融     正木 隆行   金融ジャーナル  2005.3   (41～44) 
 －ビジネスローン・私募債を軸に－         ほか         46(3)     
        
「経済二極化の進展の実情と評価」をめぐって     石川 眞也  経済統計研究 32(4)  2005.3   (41～61) 
 －わが国産業社会に走る亀裂とその拡大－           
        
第１８４回中小企業動向調査概要（２００４年１０    馬庭 千峰  中小公庫マンスリー  2005.3   (12～19) 
 ～１２月期実績、２００５年１～３月期・４～６           52(3)     
 月期見通し）           
        
中小企業景況調査（２００５年１月調査概要）     浅井 康一郎  中小公庫マンスリー  2005.3   (46～49) 
             52(3)     
        
若手が担うモノづくりの明日     斉藤 卓也   調査月報（国民生活  2005.3    (4～15) 
 －中小機械工業実態調査より－         ほか  金融公庫）  (527)     
        
ニッチ市場をねらえ（最終回） －求められる新た    矢野経済研究  調査月報（国民生活  2005.3   (32～33) 
 な成長戦略－－バイオベンチャー市場－     所  金融公庫）  (527)     
        
キラリ輝く中小企業 －ニシハラ理工：すず１００    小松 玲子  日経ものづくり  2005.3  (125～128) 
 ％めっきでグリーン調達を支える－            (606)     
        
ソーシャル・ベンチャーとベンチャー・フィランソ    神座 保彦  ニッセイ基礎研ＲＥ  2005.3   (16～23) 
 ロピー －慈善の世界にもベンチャーキャピタル    ＰＯＲＴ   (96)     
 の手法導入－           
        
中小企業の退職金・年金を考える            臼杵 政治  ニッセイ基礎研ＲＥ  2005.3   (24～26) 
 －適格退職年金制度の廃止をきっかけに－     ＰＯＲＴ   (96)     
        
新しいモノづくりへの挑戦 －自然光の新しい価値    森野 進  発明    102(3)  2005.3   (16～23) 
 を生み出す太陽光採光システム－           
        
＜特集＞ 新事業創出 －新時代の地域振興・中小    鈴木 孝男   産業立地   44(2)  2005.3.1   (2～44) 
 企業振興／産業クラスター計画のさらなる活性化        ほか        
 について、他－           
        
シニア市場に注目する中小企業の戦略と課題     洞口 信夫  中小公庫レポート  2005.3.8   (1～82) 
              (3)     
        
半導体・ＦＰＤ関連産業における中小企業の現状と    酒井 宏知  中小公庫レポート  2005.3.16  (1～99) 
 課題 －デジタル家電市場拡大の中で－             (4)     
        
地域中小企業金融ヒアリング調査結果＜中小企業庁    経済産業調査  経済産業公報  2005.3.17   (4～6) 
 ＞     会        (15720)     
        
「業種別監査委員会報告第１３号「中小企業等投資    日本公認会計  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4  (129～135) 
 事業有限責任組合における会計処理及び監査上の    士協会  ル      17(4)     
 取扱い」の改正につ           
        
        

 (2) 中小企業対策        

        
中小機構の中小・ベンチャー企業支援ファンドの概    沖森 孝賜   金融法務事情 53(7)  2005.3.15  (28～36) 
 要         ほか        
        
        

 (3) 海外事情        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 ３. 企業経営        

        

 (1) 企業経営一般        

        
時代のカタリスト（２７） －気候モデリングの最    中島 映至  ＪＭＡマネジメント  2005.3   (33～37) 
 前線“Ｄａｙ ａｆｔｅｒ ｔｏｍｏｒｒｏｗ”    レビュー   11(3)     
 は本当か？－           
        
若手起業家列伝（７） －ジャストプランニング会    吉村 克己  ＪＭＡマネジメント  2005.3   (58～61) 
 長 吉田雅年氏：人が喜ぶ姿を見たい 不良少年    レビュー   11(3)     
 時代に学んだ人間関           
        
チェンジリーダーのための経営改革（６・最終回）    神奴 圭康   ＪＭＡマネジメント  2005.3   (64～69) 
 －人材の最適投資をめざしサービス産業が変わる        ほか  レビュー   11(3)     
 －－顧客との信頼関           
        
ＣＳＲ（企業の社会的責任）、海外の取り組みと日    安達 英一郎  化学経済   52(3)  2005.3    (2～9) 
 本企業の留意すべき課題           
        
「文書の電磁的保存等に関する検討委員会」の中間    経済産業省情  経済産業ジャーナル  2005.3   (30～35) 
 報告について －文書の電子化を促進するための    報政策課         38(3)     
 企業向けガイドライ           
        
ケイパビリティ（組織能力）の強化による事業変革    小川 正博  調査月報（国民生活  2005.3   (34～39) 
      金融公庫）  (527)     
        
中国的秘密・日本的秘策（３） －ラベルを張り替    遠藤 健治  日経ものづくり  2005.3   (57～60) 
 える部品商社 不具合があっても知らんぷり－            (606)     
        
開発の鉄人 ものづくりを語る（１０）     多喜 義彦  日経ものづくり  2005.3  (196～198) 
 －一生ものはこう作る－            (606)     
        
フランチャイズ加盟店の経営実態と成功条件     小本 恵照  ニッセイ基礎研ＲＥ  2005.3    (8～15) 
      ＰＯＲＴ   (96)     
        
早期事業再生に関わる弁護士の役割     高木 新二郎  ＮＢＬ    (804)  2005.3.1  (36～46) 
        
防災マネジメントによる企業価値向上に向けて      野田 健太郎  調査（日本政策投資  2005.3.8   (2～78) 
 －防災ＳＲＩ（社会的責任投融資）の可能性－         ほか  銀行）    (80)     
        
戦略思考の技術（４）     沼上 幹  一橋ビジネスレビュ  2005.3.24  (86～87) 
 －「孤高の戦略家」という幻想－     ー      52(4)     
        
経営学のイノベーション －意思決定のマネジメン    長瀬 勝彦  一橋ビジネスレビュ  2005.3.24  (88～98) 
 ト（２）－－データの収集と解釈のバイアス－     ー      52(4)     
        
知の融合で組織を活性化するオープン・ネットワー    國領 二郎   Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.4  (140～143) 
 ク経営／富士ゼロックス：オープン・ネットワー        ほか  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
 クの知的フィールド     ｅｖｉｅｗ  30(4)     
        
＜特集＞ 利益確保、全員参加、情報共有を学べ     斎藤 正一   日経エコロジー  2005.4   (36～55) 
 リコー、強い「環境経営」 －連結する経営計画        ほか         (70)     
 と環境計画、他－           
        
        

 (2) 経営管理        

        
技能者の人事管理における技能検定制度の活用     田口 和雄  機械経済研究 (36)  2005.2    (1～10) 
        
＜特集＞ 物流業界におけるＩＳＯ導入事例と活用    宗 裕二ほか  ＩＳＯマネジメント  2005.3    (1～49) 
 －物流業界の課題とマネジメントシステム、他－                6(3)     
        
コーチングで「個」を育成する      伊藤 守  ＪＭＡマネジメント  2005.3   (40～43) 
 －知識と行動の深い溝を埋めていく環境づくり－    レビュー   11(3)     
        
「現場力」を生かす（１） －ブランド力を支える    片岡 緑  ＪＭＡマネジメント  2005.3   (44～47) 
 付加価値の創造－－伊勢丹アイカード－     レビュー   11(3)     
        
ＩＳＯ認証取得で組織が変わる：地域に貢献する総    江頭 紀子  ＪＭＡマネジメント  2005.3   (62～63) 
 合施設をめざす －ＩＳＯ９００１を認証取得し    レビュー   11(3)     
 た足立老人ケアセン           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ ＩＳＯ９００１：２０００ 効果的な内    横山 弘士   アイソムズ  (114)  2005.3   (21～37) 
 部監査がシステムを活かす －内部監査事例：Ｎ        ほか        
 ＥＣ、他－           
        
ＪＡＢ環境ＩＳＯ大会「環境ＩＳＯ日本の主張とビ    編集部  アイソムズ  (114)  2005.3   (42～45) 
 ジョン」 －環境ＩＳＯ大会宣言を世界に向けて          
 発信－           
        
ＩＳＯと経営（２） －２重システムに見るＩＳＯ    長山 宏  アイソムズ  (114)  2005.3   (46～47) 
 のマネジメント規格としての問題点－           
        
組織における情報セキュリティの意義（５）     片山 博  アイソムズ  (114)  2005.3   (48～51) 
 －ＩＳＭＳ構築のポイント－           
        
ＩＳＯ取得最新動向 事例研究 －日鉄環境プラン    永井 博  アイソムズ  (114)  2005.3   (72～75) 
 トサービス㈱：事業基盤の強化と継続的な発展の          
 ため、社業にもっと           
        
マネジメントシステム導入「コンサルティングの事    志村 満  アイソムズ  (114)  2005.3   (76～79) 
 例から」（５１） －品質・環境・安全の統合マ          
 ネジメントシステム           
        
＜特集＞ ＩＴ導入・失敗の理由 －総論：コミュ    吉田 勝  日経ものづくり  2005.3   (36～55) 
 ニケーションが足りない 失敗招く意識のズレ、           (606)     
 他－           
        
なるほどｔｈｅメソッド：新しいＴＲＩＺ（１）     篠原 司  日経ものづくり  2005.3  (100～103) 
 －より適用を容易にする取り組みが進展－            (606)     
        
競争力を強化するコストマネジメント再考（最終回    原田 浩平   日経ものづくり  2005.3  (104～107) 
 ） －売価／原価戦略を実行する－         ほか         (606)     
        
材料力学マンダラ（３）     沢 俊行  日経ものづくり  2005.3  (116～120) 
 －低い初期締め付け力に「益」はなし－            (606)     
        
転勤・赴任と企業福祉Ｑ＆Ａ（上） －転勤先での    桐木 逸朗  労務事情 42(1071)  2005.3.1   (5～14) 
 住居が確保できるまでの手当／転勤に伴う諸費用          
 と企業負担の範囲他           
        
改正育児・介護休業法Ｑ＆Ａ（下） －育児休業期    山本 圭子  労務事情 42(1071)  2005.3.1  (15～33) 
 間の延長等と雇用保険法の改正／法律改正と就業          
 規則の改定、他－           
        
企業年金改革講座：企業年金をどのように変えてい    高原 宣昭  労務事情 42(1071)  2005.3.1  (38～41) 
 くか（１３） －企業年金制度の動向（１）－           
        
人事考課のタブー（１２・最終回）     野原 茂  労務事情 42(1071)  2005.3.1  (56～58) 
 －評価につきものの不信と不満－           
        
品質管理レビューの実態把握と提言     臼井 洋二  商事法務  (1725)  2005.3.15  (37～42) 
        
高齢者雇用（１）：定年・雇用延長と社会保険Ｑ＆    矢萩 大輔   労務事情 42(1072)  2005.3.15  (5～20) 
 Ａ －定年到達時に行う社会保険の手続き、他－        ほか        
        
転勤・赴任と企業福祉Ｑ＆Ａ（中） －配偶者への    桐木 逸朗  労務事情 42(1072)  2005.3.15  (21～34) 
 移転先での再就職斡旋／リロケーションサービス          
 のあり方、他－           
        
年金カフェＲ＆Ｂ      編集部  労務事情 42(1072)  2005.3.15  (47～50) 
 －確定拠出年金のセールスポイントってなに？－          
        
        

 (3) 企業財務        

        
ＥＵにおける我が国会計基準の受容れ問題と我が国    金融庁国際課  ＬＥＡＳＥ  34(2)  2005.2    (2～7) 
 の対応           
        
減損会計と企業戦略 －売却の戦略的意義と手法と    池添 吉則  日経研月報  (321)  2005.3   (34～39) 
 してのオークションの優位性－           
        
技術寿命の短期化と財務構造へ与える影響     蜂谷 義昭  調査（日本政策投資  2005.3.4   (1～48) 
      銀行）    (78)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
企業統治における監査役監査及び公認会計士監査の    笹尾 慶蔵  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4    (4～5) 
 役割     ル      17(4)     
        
＜特集＞ 今３月期決算の実務ポイント（２）      田中 義幸   ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4   (11～18) 
 －税務上の実務ポイント（消費税）（法人税）－        ほか  ル      17(4)     
        
＜特集＞ 開示情報の信頼性確保に向けての関係者    編集部 ほか  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4   (20～37) 
 の取組みについて      ル      17(4)     
        
連結計算書類事例分析（平成１６年４月～９月決算    江村 羊奈子  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4   (46～50) 
 会社）     ル      17(4)     
        
企業評価と知的資産 再考－－知的財産・技術の蓄    岡田 依里  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4   (52～57) 
 積と価値創造     ル      17(4)     
        
債務超過判定の研究     濱本 明  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4   (58～59) 
      ル      17(4)     
        
公認会計士・監査審査会からの提言に対する協会の    日本公認会計  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4   (74～84) 
 対応について／参考：品質管理レビューの一層の    士協会 ほか  ル      17(4)     
 機能向上に向けて（           
        
減損会計早々期・早期適用企業の財務分析     辻 正雄  企業会計   57(4)  2005.4    (4～11) 
        
＜特集＞ 企業会計審議会「財務情報等に係る保証    山浦 久司   企業会計   57(4)  2005.4   (17～48) 
 業務の概念的枠組みに関する意見書」の完全解説        ほか        
        
＜特集＞ 知財信託ファイナンス －知的財産信託    梅原 潤一   企業会計   57(4)  2005.4   (50～64) 
 のスキームと資産評価手法／知的財産信託の会計        ほか        
 ・税務－           
        
オペレーティング・リースと引当金（１）     鳥飼 裕一  企業会計   57(4)  2005.4   (74～75) 
        
知的資本の会計的側面（２・完）     髙橋 聡  企業会計   57(4)  2005.4   (78～80) 
        
討議資料「財務会計の概念フレームワーク」の課題    伊藤 邦雄  企業会計   57(4)  2005.4   (91～93) 
 と期待           
        
企業会計基準委員会「『事業分離等に関する会計基    堀江 徳至  企業会計   57(4)  2005.4   (94～104) 
 準』の検討状況の整理」および「『企業結合会計          
 基準及び事業分離等           
        
企業改革法と監査人の独立性     間島 進吾  企業会計   57(4)  2005.4  (117～123) 
        
        

 (4) 海外事情        

        
第２次ブームで失敗しないために ＣＲＭの成否を    ダレル Ｋ．  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.4   (18～35) 
 占う４つの質問     リグビーほか  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
      ｅｖｉｅｗ  30(4)     
        
＜特集＞ 「兵法」の戦略学 －孫子の戦略学／将    後 正武ほか  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.4   (36～108) 
 が撤退を決断する時／参謀論：ナンバー・ツーが    ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
 組織をつくる、他－     ｅｖｉｅｗ  30(4)     
        
２０００億ドル超のポテンシャル アメリカ軍とい    マーロン・ア  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.4  (109～123) 
 う超巨大市場     プガー４世   ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
          ほか  ｅｖｉｅｗ  30(4)     
        
現場と経営陣が「顧客戦略」を共有する マーケテ    ゲイル・Ｊ．  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.4  (127～139) 
 ィング・ダッシュボード     マクガバン   ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
          ほか  ｅｖｉｅｗ  30(4)     
        
「認知」「行動」「感情」の３側面から診断する     Ｐ．クリスト  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.4  (145～155) 
 ＣＱ：多様性に適応する力     ファー・アー  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
      リー  ほか  ｅｖｉｅｗ  30(4)     
        
被買収側のミドル・マネジャーの分かれ道 昇進か    フレッド・ハ  Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2005.4  (159～170) 
 、海外赴任か     ッサン ほか  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
      ｅｖｉｅｗ  30(4)     
        
米国公会計における予算会計論と貸借対照表－－フ    吉田 智也  企業会計   57(4)  2005.4  (124～132) 
 リーマン＆ショルダーの会計理論に学ぶ           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 ４. 労  働        

        

 (1) 労働一般        

        
労働経済の動き（国内・海外）     厚生労働省労  労働統計調査月報  2005.2    (2～11) 
      働政策担当参         57(2)     
      事官室 ほか        
        
社会調査へのインターネット調査の導入をめぐる論    本多 則惠  労働統計調査月報  2005.2   (12～20) 
 点 －比較実験調査の結果から－            57(2)     
        
平成１６年上半期雇用動向調査結果の概況 －平成    厚生労働省雇  労働統計調査月報  2005.2   (21～24) 
 １６年上半期における雇用労働力の移動状況につ    用統計課         57(2)     
 いて －           
        
平成１６年労働組合基礎調査結果の概況     厚生労働省賃  労働統計調査月報  2005.2   (25～29) 
      金福祉統計課         57(2)     
        
平成１６年賃金引上げ等の実態に関する調査結果の    厚生労働省賃  労働統計調査月報  2005.2   (30～34) 
 概況     金福祉統計課         57(2)     
        
公務員制度改革の動向を読む（６）     渕上 俊則  地方財務   (609)  2005.3  (143～167) 
 －公務員制度改革と給与－           
        
＜特集＞ 若年者の雇用問題を考える          内閣官房副長  都道府県展望 (558)  2005.3    (4～19) 
 －若年者の雇用問題に対する政府の取組み、他－    官補室 ほか        
        
外国人労働者受け入れ「人材開国」の選択 －少子    井口 泰ほか  エコノミスト  2005.3.8  (81～89) 
 化・アジアの連携の連立方程式を解く、他－           83(14)     
        
＜特集＞ ネット企業に就職する －ＩＴ業界５６    編集部 ほか  エコノミスト  2005.3.15  (18～37) 
 社新卒採用計画／給料、職場環境、将来性…、他          83(16)     
 －           
        
人口減少が失業率上昇にブレーキをかけた     斎藤 太郎  エコノミスト  2005.3.15  (78～79) 
            83(16)     
        
過熱中国：資源価格２割上昇で、製造業は２．９兆    石川 誠  エコノミスト  2005.3.15  (80～81) 
 円の収益ダメージ           83(16)     
        
バブル崩壊以降のわが国の賃金変動：人件費および    黒田 祥子   金融研究   24(1)  2005.3.18 (123～155) 
 失業率の変化と名目賃金の下方硬直性の関係         ほか        
        
＜特集＞ 娘、息子の悲惨な職場 －正社員になれ    小林 美希   エコノミスト  2005.3.22  (20～41) 
 ない、なりたくない若者１４７万人／他－         ほか        83(17)     
        
        

 (2) 海外事情        

        
アメリカのホワイトカラー・イグゼンプションの規    栩木 敬  労務事情 42(1071)  2005.3.1  (43～55) 
 則改正（５・最終回） －規則改正の概要（５）          
 －           
        
Ｃａｒｅｅｒ ｇｕｉｄｅ ２００５ ： Ａ          Ｂｅｎｊａｍｉｎ，  Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.3.21  (34～42) 
 ｂｒｉｇｈｔｅｎｉｎｇ ｌａｂｏｒ ｍａｒｋｅｔ   Ｍａｔｔｈｅｗ ほか ＷＯＲＬＤ      
 ｃｏｕｌｄ ｍａｋｅ ｔｈｉｓ ｔｈｅ ｔｉｍｅ…     ＲＥＰＯＲＴ     
            138(10)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅴ 関連法律篇        

        

 １. 関連法律        

        

 (1) 関連法律一般        

        
＜特集＞ 個人情報保護法－－全面施行直前対応     島田 裕之   金融財政事情 56(8)  2005.2.28  (12～30) 
 －対象範囲の「広さ」と対応の「深度」に悩む金        ほか        
 融界、他－           
        
企業としての個人情報保護法の遵守について     合原 英次郎  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2005.3    (4～9) 
      ＮＡＬ    45(3)     
        
景観権は私法的（司法的）に形成されるか（下）     阿部 泰隆  自治研究   81(3)  2005.3    (3～27) 
        
図書館と個人情報保護法     新保 史生  情報管理  47(12)  2005.3  (818～827) 
        
郵政民営化法案の審議に向けて     総務委員会調  立法と調査  (246)  2005.3.1  (71～78) 
      査室        
        
「個人情報」－－現場での取組みと心構え＜座談会    加藤 ひとみ  ＮＢＬ    (805)  2005.3.15  (22～34) 
 ＞         ほか        
        
従業員による内部告発と不利益取扱い－－トナミ運    編集部  ＮＢＬ    (805)  2005.3.15  (35～64) 
 輸事件（富山地判平成１７・２・２３）           
        
        

 (2) 民法関係        

        
新破産法と否認の実務（下）＜討論会＞     法務省商事課  金融法務事情 53(5)  2005.2.25  (28～35) 
          ほか        
        
債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する    法務省民事局  金融法務事情 53(5)  2005.2.25  (46～55) 
 法律の一部を改正する法律の概要（下）     参事官 ほか        
        
判決速報：破産者が株式会社である場合において破    編集部  金融法務事情 53(5)  2005.2.25  (56～64) 
 産財団から放棄された財産を目的とする別除権に          
 つき破産者の破産宣           
        
保証制度の改正のあらましと実務上の留意点     佐伯 一郎  リージョナルバンキ  2005.3   (28～33) 
      ング     55(3)     
        
利用が進む相続時精算課税制度     貞清 栄子  調査レポート（三井  2005.3 春季 (12～17) 
      トラスト・ホールデ     
      ィングス）  (49)     
        
売主および仲介業者の説明義務と隣人に関する事情    石川 博康  ＮＢＬ    (804)  2005.3.1  (14～24) 
 －－大阪高判平成１６・１２・２をめぐって           
        
民事関係手続の改善のための民事訴訟法等の一部を    法務省民事局  ＮＢＬ    (804)  2005.3.1  (47～53) 
 改正する法律の概要について（２）     参事官 ほか        
        
「債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関す    法務省民事局  ＮＢＬ    (804)  2005.3.1  (54～62) 
 る法律の一部を改正する法律」の概説（３・完）    参事官 ほか        
        
拡大された所有権留保の効力を否定した裁判例     印藤 弘二  金融法務事情 53(6)  2005.3.5   (4～5) 
        
＜特集＞ 新不動産登記法と実務対応 －不動産登    山野目 章夫  金融法務事情 53(6)  2005.3.5   (8～33) 
 記法の新しい用語や概念／金融機関の対応策、他        ほか        
 －           
        
民事関係手続の改善のための民事訴訟法等の一部を    法務省民事局  ＮＢＬ    (805)  2005.3.15  (15～21) 
 改正する法律の概要について（３・完）     参事官 ほか        
        
法制審議会「特別清算等の見直しに関する要綱」を    編集部 ほか  金融法務事情 53(7)  2005.3.15  (77～87) 
 答申／資料：特別清算等の見直しに関する要綱           
        
抵当権の複数の被担保債権のうち一債権全額に代位    塚原 朋一  金融法務事情 53(8)  2005.3.25  (40～47) 
 弁済された場合の配当における債権者と代位弁済          
 者の優劣－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (3) 商法関係        

        
有限責任事業組合制度（日本版ＬＬＰ制度）の創設    経済産業省産  金融法務事情 53(5)  2005.2.25  (22～27) 
 へ向けて     業組織課        
        
「会社法制の現代化に関する要綱案」の解説（３）    江頭 憲治郎  商事法務  (1723)  2005.2.25  (4～18) 
        
新会社法の実務上の要点（６） －計算－     太田 穰ほか  商事法務  (1723)  2005.2.25  (19～25) 
        
大阪地裁における商事事件の概況     大阪地方裁判  商事法務  (1723)  2005.2.25  (26～31) 
      所        
        
「会社法制の現代化に関する要綱案」の解説（４）    江頭 憲治郎  商事法務  (1724)  2005.3.5   (4～16) 
        
新会社法の実務上の要点（７） －組織再編行為     藤縄 憲一   商事法務  (1724)  2005.3.5  (17～26) 
 －－対価の柔軟化、簡易組織再編行為、略式組織        ほか        
 再編行為－           
        
全株懇の定款・営業報告書モデルの改正、株主名簿    下山 祐樹  商事法務  (1724)  2005.3.5  (27～38) 
 に係る個人情報保護ガイドラインの制定           
        
２００５年株主総会の実務（１）     山本 晴敏  商事法務  (1724)  2005.3.5  (39～46) 
 －電子公告制度への実務対応－           
        
法制審議会「会社法制の現代化に関する要綱」を答    編集部 ほか  金融法務事情 53(7)  2005.3.15  (48～76) 
 申／資料：会社法制の現代化に関する要綱           
        
判決速報：新株発行に現経営陣の支配権維持の意図    編集部  金融法務事情 53(7)  2005.3.15 (92～105) 
 があり、新株発行の資金使途である事業計画に合          
 理性が認められる場           
        
「会社法制の現代化に関する要綱案」の解説（５）    江頭 憲治郎  商事法務  (1725)  2005.3.15  (4～17) 
        
新会社法の実務上の要点（８・完） －組織再編行    三笘 裕ほか  商事法務  (1725)  2005.3.15  (18～26) 
 為（続）、清算、株式会社以外の会社類型、外国          
 会社－           
        
２００５年株主総会の実務（２）      中西 一宏  商事法務  (1725)  2005.3.15  (43～50) 
 －連結計算書類と株主総会に関する留意事項－           
        
電子公告に関する規則及び商法施行規則の一部を改    法務省民事局  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4   (39～44) 
 正する省令の要点     付検事  ル      17(4)     
        
会社法制現代化の方向性－－江頭憲治郎・法制審議    弥永 真生  企業会計   57(4)  2005.4   (81～90) 
 会会社法部会（現代化関係）部会長に聞く           
        
電子公告に関する規則および商法施行規則の一部改    法務省民事局  企業会計   57(4)  2005.4  (105～109) 
 正の要点     付検事        
        
商法から見た「ストック・オプション等に関する会    弥永 真生  企業会計   57(4)  2005.4  (110～116) 
 計基準（案）」           
        
        

 (4) 経済法関係        

        
改正信託業法の信託実務への影響     進藤 功ほか  金融法務事情 53(5)  2005.2.25  (10～21) 
        
知的財産と人－－この人にきく（３） －石井正（    峰 如之介  発明    102(3)  2005.3   (38～43) 
 大阪工業大学知的財産学部部長・教授）－           
        
特許流通支援チャート －電子透かし技術－     編集部  発明    102(3)  2005.3   (44～47) 
        
知的所有権法案内：知財権紛争における複数の無効    田倉 整  発明    102(3)  2005.3   (93～99) 
 審判と訴訟との交錯－－その実態と対策           
        
知的所有権判例ニュース：景表法４条２号所定の不    水谷 直樹  発明    102(3)  2005.3  (100～103) 
 当価格表示の有無につき判断が加えられた事例           
        
改正信託業法と信託ビジネス     小林 卓泰  リージョナルバンキ  2005.3   (22～27) 
      ング     55(3)     
        
        
                                                           

 

─ 47 ─ 



表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
知的財産高等裁判所の概要     東京高等裁判  ＮＢＬ    (804)  2005.3.1  (25～35) 
      所知的財産部        
        
＜特集＞ 改正信託業法が開く新世界 －ハズミつ    小林 晋也   金融財政事情 56(9)  2005.3.7  (18～35) 
 く遺言業務、道険しい「知的財産信託」／他－         ほか        
        
証券取引法上の課徴金制度導入に伴う関係政令等整    金融庁市場課  商事法務  (1725)  2005.3.15  (27～36) 
 備の概要           
        
証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴う関    編集部  ＪＩＣＰＡジャーナ  2005.4  (183～220) 
 係政令の整備等に関する政令（抄）     ル      17(4)     
        
        

 (5) 国際法関係        

        

 (6) 海外事情        

        
米国各州における企業買収規制立法の最新状況（下    太田 洋ほか  商事法務  (1723)  2005.2.25  (38～46) 
 ）           
        
米国会社・証取法判例研究：証券取引所法１０条（    釜田 薫子  商事法務  (1723)  2005.2.25  (47～50) 
 ｂ）項の第二次的な違反者の責任           
        
フランスにおける公務員の任用・勤務形態の多様化    下井 康史  自治研究   81(3)  2005.3   (50～65) 
 （上）－－地方公務を中心に           
        
米国クラス・アクション公正法の成立     編集部  商事法務  (1725)  2005.3.15  (56～57) 
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅵ 社会・その他篇        

        

 １. 社会一般        

        

 (1) 社会一般        

        
＜特集＞ 「協働」のフレームワーク－－行政と市    新川 達郎   ＮＩＲＡ政策研究（  2005.2    (4～48) 
 民のパートナーシップの今          ほか  月刊）    18(2)     
        
＜特集＞ 児童虐待・ＤＶ（配偶者からの暴力）対    金井 剛ほか  厚生労働   60(2)  2005.2    (4～24) 
 策－－新たな段階を迎えて －児童相談所におけ               
 る保護者治療、他－           
        
「『痴呆』に替わる用語に関する検討会」報告書に    厚生労働省計  厚生労働   60(2)  2005.2   (48～51) 
 ついて －「痴呆」という用語は「認知症」に替    画課痴呆対策        
 わります－     推進室        
        
第３回２１世紀出生児縦断調査結果の概況     厚生労働省人  厚生労働   60(2)  2005.2   (54～56) 
      口動態・保健        
      統計課        
        
介護保険給付費実態調査結果の概要（平成１５年５    厚生労働省統  厚生労働   60(2)  2005.2   (57～59) 
 月審査分～平成１６年４月審査分）     計情報部社会        
      統計課        
        
社会人が学べる大学院・スキルアップ教育 －実理    嶋矢 志郎  情報管理  47(12)  2005.3  (828～836) 
 融合型の演習教材開発を推進－－ＭＯＴ教育の進          
 化へ芝浦工業大学の           
        
医薬分業の正常化が担う「自律的」医療保険制度     阿部 崇  ニッセイ基礎研ＲＥ  2005.3    (2～7) 
 －診療報酬による制度的バックアップからの脱皮    ＰＯＲＴ   (96)     
 －           
        
＜特集＞ 平成１７年度予算・税制 －安定的・効    厚生労働委員  立法と調査  (246)  2005.3.1  (46～51) 
 率的な社会保障制度の構築に向けて－     会調査室        
        
計算機科学の三賢人が語る、子供とコンピュータか    Ａｌａｎ    日経エレクトロニク  2005.3.14 (120～131) 
 くあるべし     Ｋａｙ ほか  ス      (895)     
        
男性消費復活－－モテたいオヤジが日本経済を盛り    増田 貴司  エコノミスト  2005.3.29 (98～100) 
 上げる           83(18)     
        
        

 (2) 海外事情        

        
Ｔｈｅ ｂｕｔｔ ｓｔｏｐｓ ｈｅｒｅ ： Ａｓｉａ’ｓ  Ｆｉｔｚｐａｔｒｉ－ ＴＩＭＥ  2005.3.7  (16～23) 
 ａｎｔｉｓｍｏｋｉｎｇ ｍｏｖｅｍｅｎｔ ｃｏｍｅｓ    ｃｋ，Ｌｉａｍ ほか       165(9)     
 ｏｆ ａｇｅ           
        
Ｈａｒｄ ｌｅｓｓｏｎｓ ： Ｗｈａｔ ｃｏｌｌｅｇｅｓ  Ｔｏｌｓｏｎ，Ｊａｙ Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2005.3.7  (30～36) 
 ｃａｎ ｌｅａｒｎ ｆｒｏｍ ｔｈｅ ｂｒｏｕｈａｈａ          ほか ＷＯＲＬＤ      
 ａｔ ｈａｒｖａｒｄ     ＲＥＰＯＲＴ     
            138(8)     
        
Ｈｏｗ ｔｏ ｅｎｄ ｐｏｖｅｒｔｙ ： Ｅｉｇｈｔ  Ｓａｃｈｓ，     ＴＩＭＥ  2005.3.14  (30～43) 
 ｍｉｌｌｉｏｎ ｐｅｏｐｌｅ ｄｉｅ ｅａｃｈ ｙｅａｒ  Ｊ．Ｄ．    ほか       165(10)     
 ｂｅｃａｕｓｅ ｔｈｅｙ ａｒｅ ｔｏｏ ｐｏｏｒ…           
        
Ｔｈｅ ｄｉｇｉｔａｌ ｈｏｓｐｉｔａｌ ： Ｈｏｗ     Ｍｕｌｌａｎｅｙ，  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2005.3.28  (50～55) 
 ｉｎｆｏ ｔｅｃｈ ｓａｖｅｓ ｌｉｖｅｓ ａｎｄ   Ｔ．Ｊ．    ほか ＷＥＥＫ     
 ｍｏｎｅｙ ａｔ ｏｎｅ ｍｅｄｉｃａｌ …           (3910)     
        
Ｔｈｅ ｍａｔｈ ｍｙｔｈ ： Ｔｈｅ ｒｅａｌ       Ｒｉｐｌｅｙ，    ＴＩＭＥ  2005.3.28  (54～61) 
 ｔｒｕｔｈ ａｂｏｕｔ ｗｏｍｅｎ’ｓ ｂｒａｉｎｓ    Ａｍａｎｄａ  ほか       165(12)     
 ａｎｄ ｔｈｅ ｇｅｎｄｅｒ ｇａｐ ｉｎ …           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 ２. そ の 他        

        

 (1) その他一般        

        
規模別製造工業生産指数＜中小企業＞（平成１６年    経済産業調査  経済産業公報  2005.2.25   (1～3) 
 １２月確報）＜中小企業庁＞ －製造工業 生産    会        (15706)     
 、前月比０．６％低           
        
規模別製造工業生産指数＜中小企業＞（平成１６年    経済産業調査  経済産業公報  2005.2.28   (1～3) 
 １０月～１２月期確報）＜中小企業庁＞ －製造    会        (15707)     
 工業 生産、前期比           
        
経済社会統計整備の課題と期待     黒田 昌裕  ＥＳＰ    (395)  2005.3    (2～3) 
        
＜特集＞ 統計の整備・充実に向けて －統計整備    菅野 雅明   ＥＳＰ    (395)  2005.3    (4～46) 
 の課題と期待／利用者の目から見た経済統計改革        ほか        
 、他－           
        
比較統計論－－我が国とシンガポールの統計     鮎澤 良史  ＥＳＰ    (395)  2005.3   (47～50) 
        
ＧＤＰにおける連鎖方式の導入について     内閣府経済社  ＥＳＰ    (395)  2005.3   (56～61) 
      会総合研究所        
        
        

 (2) 海外事情        
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